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令和元年度実施施策に係る 

事前分析表（水産行政分野） 



（農林水産省元－⑳）

令和元年度実施施策に係る政策評価の事前分析表

政策分野名
【施策名】

水産資源の回復

政策の概要
【施策の概要】

　我が国周辺の「身近な自然の恵み」が国民の食生活等において十分活用されるように
していくことが重要であり、そのためには、水産資源の持続的利用を確保すること等によ
り、我が国の水産物の自給力を維持・強化することが不可欠である。
　この中、水産資源の持続的利用の確保を図るため、
　①国内の資源管理の高度化と国際的な資源管理の推進
　②持続可能な養殖業・栽培漁業の推進
の施策を行う。

政策に関係する内閣の重要
政策

水産基本計画（平成29年4月28日閣議決定）
 第２ Ⅰ ２ 国内の資源管理の高度化と国際的な資源管理の推進
 第２ Ⅰ ３ 持続可能な漁業・養殖業の確立

農林水産業・地域の活力創造プラン（平成30年6月1日改訂）
 Ⅲ 9．水産資源の適切な管理と水産業の成長産業化

未来投資戦略2018（平成30年6月15日閣議決定）
 第２ Ⅰ[４] １ .（３） ⅳ）水産業改革

経済財政運営と改革の基本方針2018（平成30年6月15日閣議決定）
 第２章 ５．（４）①農林水産新時代の構築

規制改革実施計画（平成30年6月15日閣議決定）
 Ⅲ ３．水産分野

政策評価体系上の
位置付け

政策評価
実施予定時期

担当部局名

令和３年８月

水産庁
【管理調整課/栽培養殖課/国際課】

水産物の安定供給と水産業の健全な発展
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基準
年度

目標
年度

29年度 30年度 元年度 ２年度 ３年度

53.8% 53.8% 53.8%

測定指
標の直
近15年
間の中
で上位
10番目
の値

測定指
標の直
近15年
間の中
で上位
10番目
の値

56.3% 53.8% 60.2%

施策の目指すべき姿
【目標設定の考え方根拠】

　資源管理指針・計画に基づく資源管理を、大宗の漁業者の参画を得て全国的に推進するほか、国際機関（注１）や二国間の漁業協力等を通じて公海域等における資源管理の推
進及び海外漁場の確保を図るとともに、資源を共有する周辺諸国・地域との連携・協力を強化することにより、国際的な資源管理を推進する。

資源管理の高度化

平成15～
29年度に
おける測
定指標

施策（１）

目標①
【達成すべき目標】

測定指標
の直近15
年間の中
で上位10
番目の値

各年度

【測定指標の選定理由】
　我が国周辺水域の資源水準は、評価対象魚種のうち約5割が低位にあり、
適切な資源管理により資源の維持・増大を図ることが重要となっているため、
資源の状況を的確に示すものとして、我が国周辺水域の資源評価対象魚種
のうち、資源動向が中位と高位にある魚種の比率の動向を測定指標として選
定した。

【目標値（水準・目標年度）の設定の根拠】
　資源評価対象魚種（46種80系群）のうち資源動向が中位又は高位にある魚
種が占める割合の直近15年間の中で上位10番目の値とすることとして選定
し、毎年度の目標値とした。

年度ごとの目標値

把握の方法

年度ごとの実績値
測定指標 測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠

 国内の資源管理の高度化と国際的な資源管理の推進

国立研究開発法人水産研究・教育機構が実施する我が国周辺水域資源調査により把握。

53.8% O－差

指標－
計算分類

基準値 目標値

資源評価対象魚種
のうち中位又は高位
水準（注２）の魚種が
占める割合

ア

資源評価対象魚種のうち中位又は高位水準の魚種が占める割合の直近15年間の中で上位10番目の値（目標値）と実績値との差が、Ａ（おおむね有効）：
3.0％≦実績値－目標値、Ｂ（有効性の向上が必要）：0％≦実績値－目標値＜3.0％、Ｃ（有効性に問題）：実績値－目標値＜0％　とする。

達成度合いの
判定方法
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基準
年度

目標
年度

29年度 30年度 元年度 ２年度 ３年度

対前年
（28年
度：　92
魚種、
53協定）
増又は
同数

対前年
増又は
同数

対前年
増又は
同数

対前年
増又は
同数

対前年
増又は
同数

93魚種
53協定

96魚種
53協定

85魚種
52協定

目標②
【達成すべき目標】

国際機関や二国間の漁業協力等を通じた国際的な資源管理の推進

測定指標 基準値 目標値

年度ごとの目標値

指標－
計算分類

測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠
年度ごとの実績値

ア
国際機関による資源
管理対象魚種及び
漁業協定数

92魚種
53協定

平成28年度
対前年増
又は同数

各年度 Ｓ＝－直

【測定指標の選定理由】
　水産資源の国際的な資源管理については、関係国が協力して、資源評
価、漁獲努力量の管理やIUU（注３）（違法・無報告・無規制）漁船対策等を積
極的に進めていく必要があることから、水産資源の適切な保存及び管理を目
的とする「国際漁業機関による管理対象魚種の数」と関係国との間で締結す
る「漁業協定数」を測定指標とした。
　なお、本指標のうち、資源管理対象魚種数は国際漁業機関において規制
が行われている魚種の数であり、漁業協定数は、政府間協定及び我が国民
間と相手国政府との漁業協定の数である。
【目標値（水準・目標年度）の設定の根拠】
　上記理由により、その維持・増加を目標とする。を目標値として設定した。

把握の方法 水産庁国際課調査により把握。

達成度合いの
判定方法

国際機関による管理対象魚種及び漁業協定数の維持増大目標値以上のときはA（おおむね有効）、その他のときはC（有効性に問題がある）とする。
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基準
年度

目標
年度

29年度 30年度 元年度 ２年度 ３年度

1,728
千トン

1,730
千トン

1,733
千トン

1,735
千トン

1,737
千トン

1,524
千トン

1,490
千トン

1,441
千トン

年度ごとの目標値

指標－
計算分類

測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠

施策（２） 持続可能な養殖業・栽培漁業の推進

施策の目指すべき姿
【目標設定の考え方根拠】

目標①
【達成すべき目標】

種苗放流等による資源造成の推進と漁場環境への負担の少ない養殖業の確立

測定指標 基準値 目標値
年度ごとの実績値

ア
主な栽培漁業対象
魚種及び養殖業等

の生産量

 1,713千トン 平成22年度  1,739千トン 令和４年度 F↑－直

【測定指標の選定理由】
　水産資源や漁獲量が減少する中、消費者ニーズの高い水産動植物を安定
的に供給している養殖業等の生産を増大させることが、水産資源の回復・管
理に繋がることから、主な栽培漁業対象魚種及び養殖業等の生産量を測定
指標として選定した。
　
【目標値（水準・目標年度）の設定の根拠】
　目標値については、海洋水産資源の開発及び利用の合理化を図るための
基本方針において、平成22年度から令和４年度までに、主な栽培漁業対象
魚種の生産量について12千トン増、養殖業の生産量について14千トン増を
目指すこととしているため、同目標を目標値とした。
　各年の目標値については、前年度の目標値に平成22年度から令和４年度
までの増加目標26千トンを12年で除した数値（2.2千トン）を加えた値として選
定した。

把握の方法
主な栽培漁業対象種及び養殖業等の生産量については、毎年４月下旬から５月初旬に農林水産省統計部より公表される「漁業・養殖業生産統計年報」の速
報値により把握。

達成度合いの
判定方法

達成率＝（直近５年間の漁業生産量の実績の５中３平均値）÷（当該年度の目標値）×100％
Ａ’ランク：150％超、Aランク：90％以上150％以下、Bランク：50％以上90％未満、Cランク：50％未満

親魚を取り残し、その親魚が卵を産むことにより再生産を確保する資源造成型栽培漁業（注４）の推進、環境負荷の少ない持続的な養殖業（注５）による漁場環境の改善の推進等
により、我が国排他的経済水域（注６）等における資源管理の強化を図る。
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90.0% 90.0% 90.0% 90.0% 90.0%

91.0% 91.4% 89.3%

28年度
[百万円]

29年度
[百万円]

30年度
[百万円]

(1)
漁業法
（昭和24年）

－ － － （1）-①-ア -

(2)
海洋水産資源開発
促進法
（昭和46年）

－ － － （1）-①-ア -

(3)

海洋生物資源の保
存及び管理に関する
法律
（平成8年）

－ － － （1）-①-ア -

(4)

排他的経済水域に
おける漁業等に関す
る主権的権利の行使
等に関する法律
（平成8年）

－ － － （1）-①-ア -－
　我が国排他的経済水域における外国人による漁業等に対する許可等を行い、その漁獲枠を適切に管理
することで資源管理の着実な実施が可能となる。
　これにより、資源管理・回復の着実な推進に寄与する。

－
　漁業の健全な発展と水産物の供給の安定に資するため、海洋水産資源の開発及び利用の合理化を促進
する。
　これにより、資源管理・回復の着実な推進に寄与する。

－

　排他的経済水域等における海洋生物資源の保存及び管理を図り、漁業の発展と水産物の供給の安定を
目的とする。
　漁獲可能量の適切な管理等を実施することにより、水産資源の適切な保存及び管理が可能となる。
　これにより、資源管理・回復の着実な推進に寄与する。

政策手段
（開始年度）

予算額計（執行額）
元年度

当初予算額
[百万円]

関連す
る

指標
政策手段の概要等

平成31
年度行
政事業
レビュー
事業番
号

－
　漁業生産力を発展させ、あわせて漁業の民主化を図るため、漁業生産に関する基本的制度を定め、漁業
者等を主体とする漁業調整機構の運用によって、水面を総合的に利用する。
　これにより、資源管理・回復の着実な推進に寄与する。

イ

海面養殖業の総生
産量に占める漁場改
善計画（注７）策定海
面における生産量の
割合

76.1% 平成22年度 90.0% 令和４年度 Ｆ＝－直

【測定指標の選定理由】
　漁場環境の悪化を防止し、持続的な養殖生産を実現するため、養殖漁場
の改善を図る漁場改善計画の策定を促進し、同計画の対象となる海面養殖
の生産量の割合を高める必要があることから、「海面養殖業の総生産量に占
める漁場改善計画策定海面における生産量の割合」を測定指標として選定
した。
【目標値（水準・目標年度）の設定の根拠】
　目標値については、資源管理・漁業経営安定対策と連携することにより、平
成22年度の76.1％を令和４年度までに90％とするとしていたが、この政策効
果により、現在既に90%を超えているところ。
　このため、年度ごとの目標値を見直すこととし、令和4年度目標を近年既に
達成していることから「現状維持」とし、平成28年度から令和4年度まで毎年目
標値を90.0％と設定した。

把握の方法 漁場改善計画策定海面での生産量を都道府県を通じて把握。

達成度合いの
判定方法

達成率＝ 当該年の実績値÷当該年度の目標値 ×100(%)
Ａ’ランク：150％超、Aランク：90％以上150％以下、Bランク：50％以上90％未満、Cランク：50％未満
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(5)
外国人漁業の規制
に関する法律
（昭和42年）

－ － － （1）-①-ア -

(6)
漁船法
（昭和25年）

－ － － （1）-①-ア -

(7)
水産資源保護法
（昭和26年）

－ － － （1）-①-ア -

(8)
沿岸漁場整備開発
法
（昭和49年）

－ － －

（1）-①-
ア

（2）-①-
ア

-

(9)
持続的養殖生産確
保法
（平成11年）

－ － －
（2）-①-

ア
（2）-①-イ

-

(10)

EEZ内資源・漁獲管
理体制強化事業
（平成30年度）
（主）

- -
589

（554）

（1）-①-
ア

（1）-②-
ア

0263

(11)

船舶運航に要する経
費
（-年度）
（主）

12,883
(12,023)

12,810
(12,547)

18,693
（17,510）

（1）-①-
ア

（1）-②-
ア

0250

(12)

漁業資源調査に要
する経費
（平成18年度）
（主、関連：元-12）

2,793
(2,688)

3,125
(3,042)

3,389
(3,305）

（1）-①-
ア

（1）-②-
ア

02555,451

　我が国周辺水域の主要魚種及び公海等で漁獲される国際漁業資源について、調査・解析等を実施し、適
切な資源管理に必要な科学的知見を国や地域漁業管理機関等に提供する。
　このことにより、科学的根拠に基づく資源管理が可能となり、資源評価対象魚種のうち資源水準が高位又
は中位にある魚種の比率の維持・増大が図られ、水産物の安定供給に寄与する。
　また、各種国際漁業資源について資源状況及び動向要因を把握し、資源評価を行うことで、国際機関等
における交渉で科学的知見をもって議論を主導できるようになり、国際機関による資源管理対象魚種数及び
漁業協定数の維持増大に寄与する。

－

　漁協等による養殖漁場の改善を促進及び特定の養殖水産動植物の伝染性疾病のまん延の防止のための
措置を講ずることを目的とする。
　漁場改善計画を策定し、養殖漁場の改善・維持に取組むことにより、持続的な養殖生産の確保に寄与す
る。

1,205

　国際合意に基づく太平洋クロマグロの漁獲枠の遵守に資するよう、魚種を選択して漁獲することが難しい
定置網の漁具改良を支援つつ、水産資源の回復に寄与している。また、本事業によって国内の漁業者によ
る自主的資源管理の促進や漁獲可能量（TAC）制度による資源管理を推進し、結果として資源管理の強化
が図られる。

22,654

　我が国周辺水域等における、重点取締水域において漁業取締船による取締り等を実施し、巧妙化・悪質
化・広域化している外国漁船や日本漁船の違法操業を未然に防止し、適切な資源管理により資源の維持増
大を図り、水産物の安定供給の確保に寄与するものである。また、サンマ・ウナギ等の国際水産資源の調査
を行うことにより、国際機関や二国間の漁業協力を通じた公海域における資源管理の推進を図るものであ
る。

－

  漁業の合理的発展のため、漁船の建造等の許可制度及び登録制度により管理し、かつ、漁船の検査及び
試験を行い、漁船の性能の向上を図り、漁船の大きさ(トン数）や性能を管理することにより、水産資源の乱獲
を防止し、水産資源の保護及び漁業調整に寄与する。
　これにより、資源管理・回復の着実な推進に寄与する。

－
　水産資源の保護培養を図り、かつ、その効果を将来にわたって維持することを目的とする。
　これにより、資源管理・回復の着実な推進に寄与する。

－

　水産動物の種苗の生産及び放流並びに水産動物の育成を計画的かつ効率的に推進するための措置を
講ずることを目的とする。
　これにより、資源管理・回復の着実な推進及び主な栽培漁業対象魚種及び養殖業等の生産量の確保に
寄与する。

－
　外国人が漁業に関してする我が国の水域の使用の規制について必要な措置を定めることにより、我が国
漁業の正常な秩序の維持（資源管理等）に支障を生ずるおそれがある事態に対処することが可能となる。
　これにより、資源管理・回復の着実な推進に寄与する。
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(13)

漁場環境改善推進
事業
（平成30年度）
（主、関連：元-12）

－ －
185

（180）
（2）-①-

ア 0264

(14)

海洋生態系保全動
向調査事業
（平成30年度）
（主、関連：元-12）

- -
16

（16）

　
（1）-②-

ア
0266

(15)

漁業調整委員会等
交付金
（昭和60年度）
（主）

183
(182)

181
(180)

181
（181）

（1）-①-
ア 0253

(16)

浜の活力再生・成長
促進交付金
（前年度：浜の活力
再生交付金）
（資源管理目標）
（平成17年度）
（関連：元-21、22）

6,946
(6,837）

4,342
（4,175）

5,917
（4,978）

（1）-①-
ア 0291

(17)

漁場油濁被害対策
費
（昭和49年度）
（主）

29
(23)

25
(20)

25
（21）

（2）-①-
ア 0251

(18)

厳しい環境条件下に
おけるサンゴ礁の面
的保全・回復技術開
発実証事業
（平成30年度）
（主、関連：元-12）

- -
150

（147）
（2）-①-

ア 0265

(19)
内水面漁業対策
（平成19年度）
（主、関連：元-12）

687
(654)

710
(705)

710
（695）

（2）-①-
ア 0256

153
　サンゴ礁の面的な保全・回復技術の確立及び普及を図ることにより、多様な水産生物の生息場となるサン
ゴ礁の保全・再生を図り、水産資源の増殖環境を整え、もって、水産資源の維持・増大に寄与する。

815

　内水面漁業活性化方策の総合的な検討、外来魚の駆除手法の開発、先端技術を使用したカワウ被害対
策技術の開発、地域間の広域的な連携による推進体制の下でのカワウ・外来魚の生息状況調査・被害防止
対策等の取組の支援、並びにウナギ種苗の大量生産システムの実証化、河川の環境収容力を推定する手
法の開発、ウナギの効果的な放流手法の検討及びウナギ資源の増殖の取組の支援を実施することにより、
在来魚漁獲量やウナギ生産量を維持・回復し、主な栽培漁業対象魚種及び養殖業等の生産量の確保、生
物多様性の保全に寄与する。

181

　漁業調整委員会等が、漁業法をはじめとする漁業関係法令に規定する事項を処理するために必要な基礎
的経費を交付。
　漁業調整委員会等の活動を通じ、各地域での資源回復計画や資源保護の取組が進むことにより、水産資
源の回復に寄与する。

5,356

　水産物の安定供給のため、漁場利用上のトラブル等が広域的に問題となっている地域に関する実態調査
やその漁場利用調整に関する関係者間の協議、国際漁場に隣接する境界水域における操業の管理の徹
底、外国漁船とのトラブル防止のための操業指導等の都道府県の取り組み、密漁防止対策に対して支援す
ることにより、水産資源の回復に寄与する。

25

　原因者が判明しない漁場油濁被害を受けた漁業者に対し、救済金の支給や漁業者が実施した防除清掃
活動に要した費用の支弁を行うとともに、被害額の審査認定及び講習会の開催等油濁防止対策を実施する
ことにより、被害漁業者の迅速な救済を図り、漁業者の経営安定に資する。併せて汚染漁場の回復に寄与
する。

178

　栄養塩と水産資源との関係を解明し、適切な栄養塩管理モデルを構築すること、赤潮・貧酸素水塊のモニ
タリング技術や防除技術を研究開発し、赤潮・貧酸素水塊による漁業被害を低減すること及び海洋プラス
チックごみの削減方策の実証・検討と普及を行い、海洋環境、生態系及び漁業活動への影響を軽減するこ
とにより、漁場環境の保全及び水産資源の維持・回復を行い、養殖業等の生産量の確保に寄与する。

16

　生物多様性条約等に基づいて海洋保護区の適切な設置と管理の充実が求められており、国内外の優良
事例について調査・分析を行った上で、我が国における管理措置等の提言を行う。また、ワシントン条約等
において、必要以上に漁業の規制強化を図る動きへの適切な対応が必要となっており、国際的な議論等を
調査・分析し、科学的根拠に基づいて主張していく。
　これらの取組を通じて、国際的な資源管理の推進や海洋生態系の保全、水産資源の持続的利用に寄与
する。
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(20)
養殖対策
（平成22年度）
（主、関連：元-12）

401
(371)

236
(235)

234
（234）

（2）-①-
ア 0258

(21)
増殖対策
（平成23年度）
（主）

435
（421）

489
(484)

507
（498）

（2）-①-
ア 0259

(22)

有明海のアサリ等の
生産性向上実証事
業
（平成20年度）
（主）

325
(325)

325
(325)

325
（325）

（2）-①-
ア 0257

(23)

包括的な国際資源
管理体制構築事業
（平成27年度）
（主）

402
(402)

451
(450)

447
（443）

（1）-②-
ア 0261

(24)

さけ・ます漁業協力
事業費補助金
（昭和53年度）
（主）

105
(104)

105
(103)

105
（104)

（1）-②-
ア 0252

(25)

国際漁業資源持続
的利用連携強化促
進事業
（平成23年度）
（主）

37
(37)

52
(52)

41
（41）

（1）-②-
ア 0260

(26)

国際機関を通じた農
林水産業協力拠出
金（昭和48年度）
（関連：元-5,12）

1,803
（1,803）

1,829
(1,829)

1,906
（1,906)

（1）-②-
ア 0051

(27)
国際分担金
（昭和26年度）
（関連：元-5）

696
(660)

631
(593)

655
（639）

（1）-②-
ア 0050704

　中西部太平洋まぐろ類委員会等の地域漁業管理機関の加盟国として支払う必要のある分担金であり、地
域漁業管理機関の加盟国として貢献することにより、国際的な資源管理の推進に寄与する。

582

　高水温に適応したノリの養殖技術の開発、魚類養殖のコストの抑制技術や高効率餌料の開発及び優良系
統の作出等、地下海水を活用した陸上養殖適地の調査等を実施するとともに、真珠養殖業等の国際競争力
の強化のための関係機関の連携強化に向けた枠組構築の取組の支援等により、養殖水産物の安定的な供
給を確保する。

-

　資源の減少が著しい二枚貝や主要魚種の種苗生産技術の開発及び増殖の取組の支援、サケの生き残り
状況等の調査及びサケの回帰率を向上させるために放流手法を改良する取組の支援並びに資源管理と連
携した集中的な種苗放流や県域を越えた適地放流、親魚養成の拠点化など効果的かつ効率的な種苗放流
の実証を支援することにより、主な栽培漁業対象種の生産量の確保に寄与する。

325
有明海におけるアサリ等の生産性向上のため、これまでの実証事業のうち特に効果が認められた技術を用
い、母貝生息地の造成、稚貝育成、移殖、カキ礁の造成による貧酸素水塊の軽減によって、主な栽培漁業
対象魚種及び養殖業等の生産量の確保に寄与する。

474

　高度回遊性魚類であるかつお・まぐろ類は、海域ごと等における５つの地域漁業管理機関による国際的な
資源管理が行われており、生産・消費の双方において責任ある立場に置かれている我が国は、全ての地域
漁業管理機関に加盟し、科学的根拠に基づき国際的な資源管理に積極的に取り組んできたところ。また、
底魚類、さんま、いか類等資源についても、平成27年7月に発効した北太平洋漁業資源保存条約により設
立された新たな地域漁業管理機関の下で資源管理が行われることになった。本事業の実施により、適正な
資源管理措置を包括的に実施し、国際機関による資源管理対象魚種であるまぐろ類等の保存及び管理並
びに漁業関連協定の維持に寄与する。

105

　ロシア連邦の河川で産卵する溯河性魚類資源の保護、再生産及び維持を図ることにより、日ロ間の漁業協
力関係を通じた友好関係をより一層深めるとともに、我が国さけ・ます漁業の安定的継続を図る。
　本事業を確実に実施することにより、国際機関による資源管理対象魚種であるさけ・ます類の保存及び管
理並びに日ロ漁業関連協定の維持に寄与する。

41

　東シナ海・北太平洋等における中国、台湾漁船等の漁獲の急激な拡大に対し、資源管理を強化するととも
に、その取組を通じて我が国漁船の操業機会を確保するため、規制強化や漁場利用ルールの作成等に必
要な情報収集・分析及び情報発信、事故・トラブル防止等の取組を実施するものであり、国際機関による資
源管理対象魚種及び漁業協定数の維持増大、及び国際的な資源管理の推進に寄与する。

1,825
　東南アジア漁業開発センター等の国際機関への拠出を通じて、国際的な水産資源管理の推進に寄与す
る。
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(28)
捕鯨対策
（平成16年度）
（主）

5,064
(5,063)

5,062
(5,010)

5,062
（5,062)

（1）-②-
ア 0254

(29)

ICTを利用した漁業
技術開発事業
（平成29年度）
（主）

-
72

(72)
124

（124）
（1）-①-

ア 0262

(30)

スマート水産業推進
事業
（平成31年度）
（主）

- - -
（1）-①-

ア
新31-
0020

…
<…>

25,992
<5,400>

28,011
<6,770>

…
<…>

25,524
<4,175>

5,072
30年振りに商業捕鯨を再開するに当たり、実証や調査に必要な経費、持続的利用を支援する国との連携や
国際世論への働きかけの強化のための経費や捕鯨の将来の姿を検討するための経費等となっており、商業
捕鯨への円滑な移行、鯨類の国際的な資源管理の推進に寄与する。

-

  沿岸の漁船漁業者が、スマートフォン等と連動してリアルタイムで出漁した海域の測定ができる小型機器を
開発し、観測網構築を行う。さらに、観測網から得られたデータを用いて、沿岸域における漁場形成を予測
するモデルを開発し、漁業者等への配信を行い、適切な操業判断と漁場の共同利用の促進、新規漁業者
への漁業技術の継承とスキルアップを図る。
   また、養殖事業者がＩＣＴ技術や先端フォトニクス技術を活用し、養殖魚のサイズ、肥満度や健康状態を水
中画像データ、ソナー情報から分析する技術、最適な温度帯で養殖が可能となる遠隔操作で制御できる浮
沈式生け簀の開発を行い、｢養殖業の成長産業化｣　｢持続的な養殖｣を推進する。

政策の予算額[百万円]
32,976
<5,365>

511

ICT・先端魚群探知機等を導入し、漁業者から効率的に操業・漁場環境データ等を収集・フル活用して資源
評価の高度化を図る体制を整備するとともに、収集したデータの更なる効率的・効果的な利活用について関
係者が連携する仕組みを検討する。また、沿岸漁業において経験や勘に頼っていた操業から、ICTを活用し
た漁場の見える化と漁場探索の効率化を推進する。

政策の執行額[百万円]
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移替え予算に係る政策手段一覧（参考）

28年度
[百万円]

29年度
[百万円]

30年度
[百万円]

(1)

【参考：復興庁より】
漁場復旧対策支援
事業
（平成24年度）

1,228
（759）

701
(587)

713
（523）

（１）-①－
ア 復-０１１０

(2)

【参考：復興庁より】
被災海域における種
苗放流支援事業
（平成24年度）

1,072
（611）

774
(509)

775
（506）

（１）-①－
ア 復-０１１１

(3)

【参考：復興庁より】
放射性物質影響調
査推進事業
（平成24年度）

346
（286）

359
(251)

336
(249）

（１）-①－
ア 復-０１１２

(4)

【参考：復興庁より】
水産業共同利用施
設復旧整備事業
（平成24年度）

7,950
（6,689）

2,695
(2,490)

2,349
（1,897）

（１）-①－
ア 復-０１１３

(5)

【参考：原子力規制
委員会より】
放射能調査研究に
必要な経費
（昭和32年度）

122
(120)

122
(120)

125
（124）

（１）-①－
ア 原－0045

714
本事業は、震災により悪化したアワビ、ヒラメ、サケ等の資源を回復させるための種苗放流を支援しており、
種苗放流により水産資源の回復に寄与する。

327
水産物に含まれる放射性物質を生産段階で調査することで、基準値を超過した水産物が市場に流通するこ
とを未然に防止できる。これにより、安全な水産物を安定的に消費者に供給することができ、以て、水産業の
健全な発展に資する。

997 種苗生産施設等の復旧により、水産資源の回復に寄与する。

平成31
年度行
政事業
レビュー
事業番
号

（注２）当該政策分野に対応する予算の項に位置付けられている予算事業については、「政策手段」の欄に、「主」と記載している。
　　　　また、予算事業が複数の政策分野に関係する場合には、「政策手段」の欄に、関係する政策分野の番号を記載している。

（注１）「予算額計」欄について、税制の場合は、減収見込額（減収額）を記載している。

東日本大震災により被災した県は、我が国水産業の生産に重要な位置を占めており、がれきの撤去により
漁場機能や生産力を以前の水準に回復させることにより、我が国の水産資源の回復に寄与する。

582

関連す
る

指標
政策手段の概要等

政策手段
（開始年度）

予算額計（執行額）

元年度
当初予算額

[百万円]

（注３）政策の予算額及び政策の執行額について、複数政策に関連する予算については、＜＞外書きで記載している。
（注４）移替え予算とは、予算成立後、府省間において、移動させられる予算のことである。

120
我が国周辺海域及び原子力艦寄港海域に生息する海産生物と漁場環境の放射能水準（バックグラウンド
値）を把握することによって、水産業の健全な発展に資する。
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１．用語解説

注２

注１

漁場改善計画

中位または高位水準

国際機関

参考資料

　養殖漁場環境の維持・改善を通じて持続的な養殖生産を確保するため、漁業者自らが対象となる水域及び養殖の種類を定め、施設や体制の整備などを図
るための計画。

　水産資源の資源評価を行うに当たって、過去20年以上にわたる資源量（漁獲量）の推移から「高位・中位・低位」の3段階で区分した水準のうち中位または高
位にあるもの。

　ある一定の広がりをもつ水域の中で、漁業管理をするための条約に基づいて設置された機関。関係国の参加により、対象水域における対象資源の保存・管
理のための措置を決定する。

注７

注３ IUU 　ＩＵＵとは、Illegal Ｕnreported and Ｕnregulated（違法・無報告・無規制）の略称。

注４ 栽培漁業
　水産資源の維持・増大と漁業生産の向上を図るため、有用水産動物について種苗生産、放流、育成管理等の人為的手段を施して資源を積極的に培養しつ
つ、最も合理的に漁獲する漁業のあり方。

注５ 持続的な養殖業
　魚類養殖の際にサンマ等の生餌を過剰に使うことにより、漁場環境が悪化し、養殖魚の病害の発生、赤潮の発生等の原因となることから、継続的に養殖がで
きるような漁場環境を維持すること。

注６ 排他的経済水域
　沿岸国の領海基線から200海里（約370km）までの海域（領海部分を除く）であって、この海域における生物資源、海底資源の採取や管理等に関して、当該沿
岸国に主権的権利が及ぶとされる海域。
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（農林水産省元－㉑）

政策に関係する内閣の重要
政策

水産基本計画（平成29年4月28日閣議決定）
 第２ Ⅰ １ 浜プランの着実な実施とそれに伴う人材の育成及び水産資源のフル活用
 第２ Ⅱ ２ 漁船漁業の安全対策の強化
 第２ Ⅱ ４ 漁協系統組織の役割発揮・再編整備等
 第２ Ⅱ ５ 融資・信用保証、漁業保険制度等の経営支援の的確な実施

農林水産業・地域の活力創造プラン（平成30年6月1日改訂）
 Ⅲ 9．水産資源の適切な管理と水産業の成長産業化

未来投資戦略2018（平成30年6月15日閣議決定）
 第２ Ⅰ[４] １ .（３） ⅳ）水産業改革

経済財政運営と改革の基本方針2018（平成30年6月15日閣議決定）
 第２章 ５．（４）①農林水産新時代の構築

規制改革実施計画（平成30年6月15日閣議決定）
 Ⅲ ３．水産分野

政策評価
実施予定時期

令和３年８月

令和元年度実施施策に係る政策評価の事前分析表

政策分野名
【施策名】

漁業経営の安定 担当部局名
水産庁
【企画課/水産経営課/漁業保険管理官/防災漁村課】

政策の概要
【施策の概要】

　我が国周辺の「身近な自然の恵み」が国民の食生活等において十分活用されるようにし
ていくことが重要であり、そのためには、漁業経営の安定的な発展を確保すること等によ
り、我が国の水産物の自給力を維持・強化することが不可欠である。
　この中、漁業経営の安定的な発展を確保するため、
　①浜プランの着実な実施とそれに伴う人材の育成及び水産資源のフル活用
　②漁協系統組織の再編整備等
の施策を行う。

政策評価体系上の
位置付け

水産物の安定供給と水産業の健全な発展

12 （政策分野21）



基準
年度

目標
年度

29年度 30年度 元年度 ２年度 ３年度

70% 70% 70% 70% 70%

68% 66% 58%

把握の方法 水産庁調査により把握。

達成度合いの
判定方法

達成率＝各年度の漁業所得向上目標を達成した地区の割合÷目標値（％）×100％
Ａ’ランク：150％超、Aランク：90％以上150％以下、Bランク：50％以上90％未満、Cランク：50％未満

測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠
年度ごとの実績値

ア
各年度の漁業所得
向上目標を達成した
地区の割合

68% 平成27年度 70% 各年度 F=－直

【測定指標の選定理由】
　水産基本計画（平成29年４月28日閣議決定）では、浜の活力再生プラン（以
下「浜プラン」という。）について、各地域の収入向上とコスト削減の具体的な対
策の実施により漁業所得を５年間で１０％以上向上させることを目指すこととさ
れている。
　これを踏まえ、浜プランを実践して漁業所得向上に取り組む地区のうち、各
年度の漁業所得向上目標を達成した地区の割合を測定指標として選定した。
【目標値（水準・目標年度）の設定の根拠】
平成27年度の実績値が68％であり、各地区の漁業所得向上目標が毎年度向
上するように設定されていることを踏まえ、７０％以上を維持することとし、毎年
度の目標値とした。
※評価実施時期に、評価対象年度の実績値を把握できないことから、実績評
価は、評価時点で把握可能な最新の実績値に基づき実施する。

施策の目指すべき姿
【目標設定の考え方根拠】

　浜プランの実施により、各地域の収入向上とコスト削減に取り組み、漁業所得の向上を目指すとともに、経営として漁業を行う者の大宗が漁業収入安定対策事業に加入しつつ、それ
ぞれの経営に合った施策を活用する等により、より収益性の高い漁業経営を実現することを目指す。また、漁業経営の体質強化、融資・信用保証等の経営支援施策の的確な実施、担
い手の確保と人材の育成、安全対策の強化等により、活力ある漁業生産構造の確立を目指す。

目標①
【達成すべき目標】

浜プランの着実な実施

測定指標 基準値 目標値

年度ごとの目標値

指標－
計算分類

施策（１）  浜プランの着実な実施とそれに伴う人材の育成及び水産資源のフル活用
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基準
年度

目標
年度

29年度 30年度 元年度 ２年度 ３年度

80% 82% 84% 86% 88%

70% 74% 77%

F↑－直

【測定指標の選定理由】
　水産資源の持続的利用と漁業経営の安定的な発展を確保することにより、
我が国の水産物の自給力を維持・強化していくため、漁業収入安定対策事業
に加入する者による漁業生産の割合を測定指標とした。
【目標値（水準・目標年度）の設定の根拠】
24年度を70％とし、毎年2ポイントの増加を目指すとともに、90％（令和4年度）
にすることを目標値とした。

把握の方法 水産庁調査により把握。

達成度合いの
判定方法

達成率＝漁業収入安定対策事業加入漁業者による漁業生産の割合÷目標値（％）×100％
Ａ’ランク：150％超、Aランク：90％以上150％以下、Bランク：50％以上90％未満、Cランク：50％未満

ア
漁業収入安定対策
事業加入漁業者によ
る漁業生産の割合

- 平成22年度 90% 令和4年度

目標②
【達成すべき目標】

資源管理・収入安定対策の推進

測定指標 基準値 目標値

年度ごとの目標値

指標－
計算分類

測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠
年度ごとの実績値
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基準
年度

目標
年度

29年度 30年度 元年度 ２年度 ３年度

2,000人 2,000人 2,000人 2,000人 2,000人

1,971人 1,943人

９月上
旬以降
把握予

定

Ｆ＝－直

【測定指標の選定理由】
　漁業就業者数は、平成20年の22万人から平成28年には16万人に減少し、
特に45歳未満の漁業就業者数は、平成20年と比較し約９千人減少している。
このような状況の中、漁業を担う人材の円滑な世代交代により、活力ある漁業
生産構造を維持するためには、45歳未満の就業者数を全漁業就業者数の
45％程度に維持する必要があることから新規漁業就業者数を測定指標とし
た。
【目標値（水準・目標年度）の設定の根拠】
　上記理由から、2,000人の若い漁業就業者を確保することを目標値とした。

把握の方法 水産庁調査、農林水産省「漁業センサス」により把握。

達成度合いの
判定方法

達成率＝当該年度の新規就業者数÷目標値×100％
Ａ’ランク：150％超、Aランク：90％以上150％以下、Bランク：50％以上90％未満、Cランク：50％未満

ア 新規漁業就業者数

1,867人
平成22年

度
2,000人 各年度

目標③
【達成すべき目標】

担い手の確保

測定指標 基準値 目標値

年度ごとの目標値

指標－
計算分類

測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠
年度ごとの実績値

15 （政策分野21）



632隻未
満

617隻未
満

602隻未
満

587隻未
満

-

533隻 532隻 509隻

Ｆ↓－直

【測定指標の選定理由】
　第10次交通安全基本計画（平成28年度～平成32年度）では、我が国周辺
水域で発生する船舶事故隻数について、第９次交通安全基本計画期間の船
舶事故隻数の年平均（2，256隻）を令和2年（第10次交通安全基本計画の最
終年）までに少なくとも2，000隻未満とすることとされている。
　これを踏まえ、我が国周辺水域で発生する船舶事故隻数のうち新たな測定
指標である「漁船の事故隻数」を測定指標として選定した。
【目標値（水準・目標年度）の設定の根拠】
　第10次交通安全基本計画期間において、第９次交通安全基本計画期間の
漁船事故隻数（本邦に寄港しない外国籍漁船を除く）の年平均（662隻）を令
和2年までに少なくとも587隻未満とすることを目標とする。
（注）交通安全基本計画期間の船舶事故隻数は、本邦に寄港しない外国籍船
舶を除く。
（注）根拠とする数値は暦年で計上している。

イ 漁船の事故隻数

662隻
平成23年
～平成27

年

587隻未
満

令和2年

把握の方法
海上保安庁の公式統計「海難の現状と対策」 に掲載されている漁船事故隻数（本邦に寄港しない外国籍漁船を含む）から、海上保安庁への聞き取りで得た本邦
に寄港しない外国籍漁船を除いた漁船の事故隻数により把握。

達成度合いの
判定方法

Ａ（おおむね有効）：毎年の目標値未満（漁船の事故隻数が減少した）の場合
Ｂ（有効性の向上が必要）：毎年の目標値以上であるが、基準値未満の場合
Ｃ（有効性に問題）：基準値以上の場合
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基準
年度

目標
年度

29年度 30年度 元年度 ２年度 ３年度

１件 4件 9件 - -

0件 1件 3件

達成率（％）＝（実績値－基準値）÷（目標値－基準値）×100
Ａ’ランク：150％超、Aランク：90％以上150％以下、Bランク：50％以上90％未満、Cランク：50％未満

施策（２）

施策の目指すべき姿
【目標設定の考え方根拠】

　漁業協同組合が今後とも漁業者の生産活動を支えていけるよう、販売事業の強化、信用事業の健全化・効率化等、組織再編を含む漁協の自主的な経営・事業改革を促進する。

目標①
【達成すべき目標】

漁業協同組合系統（注１）等の再編整備

測定指標 基準値 目標値

年度ごとの目標値

ア
広域での漁協合併件
数

平成28年度
9件

（累計）
令和元年度0件

把握の方法 水産庁調査により把握。

達成度合いの
判定方法

漁協系統組織の役割発揮・再編整備等

指標－
計算分類

測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠

Ｓ↑－差

年度ごとの実績値

【測定指標の選定理由】
　漁協の組織・事業規模は、総じて零細であり、規模拡大による業務の効率化
が喫緊の課題となっている。このため、広域での漁協合併等により経営基盤強
化を目指している漁協を支援し、県域で定める合併基本方針に基づく実情に
応じた広域での漁協合併を実現させ、漁協の経営基盤を強化することが必要
である。
　このような中、漁協系統組織は平成29年度からの３年間を「ＪＦ経営基盤強化
実践期間」と位置づけ、漁協経営基盤強化に向けた合併等の漁協組織再編
の取組を実践することとしている。また、合併計画の策定支援等を行うことも踏
まえ、３年間で広域での漁協合併の件数を測定指標とした。
【目標値（水準・目標年度）の設定の根拠】
　県域漁協系統が定める合併基本方針を基に、令和元年度までに９件の広域
での漁協合併を実現させることを目標値とした。
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28年度
[百万円]

29年度
[百万円]

30年度
[百万円]

(1)
漁業近代化資金融
通法
（昭和44年）

－ － － （1）-②-ア -

(2)
中小漁業融資保証
法
（昭和27年）

－ － － （1）-②-ア -

(3)
漁船損害等補償法
（昭和27年）

－ － － （1）-②-ア -

(4)
漁業災害補償法
（昭和39年）

－ － － （1）-②-ア -

(5)

漁業経営の改善及
び再建整備に関する
特別措置法
（昭和51年）

－ － － （1）-②-ア -

(6)

国立研究開発法人
水産研究・教育機構
法
（平成13年）

－ － － （1）-③-ア -

(7)
沿岸漁業改善資金
助成法
（昭和54年）

－ － － （1）-③-ア -

(8)
遊漁船業の適正化に
関する法律
（平成元年）

－ － － （1）-③-イ -

－

　不慮の事故によって漁船や漁船に積んだ漁獲物等が受けた損失及び他の船に衝突するなどの漁船の運航
に伴う不慮の事故により漁業者が負担することとなった費用を補償し、漁業経営の安定に資することを目的と
する。
　これにより、多様な漁業経営の確保・安定に寄与する。

－

　国立研究開発法人水産研究・教育機構の名称、目的、業務の範囲等に関する事項を定め、中長期目標に
定める業務を実施する。
　水産基本計画等を踏まえ、農林水産大臣の指示した中長期目標の達成のために行う水産に関する技術の
向上に寄与するための試験及び研究等並びに水産業を担う人材の育成を図るための水産に関する学理及
び技術の教授を行うことにより、農林水産分野における研究・技術開発等に寄与する。

－

　沿岸漁業従事者等が自主的に経営の改善等を図ることを促進するため、都道府県が行う無利子貸付事業
に対し、政府が必要な助成を行う制度を確立し、もって沿岸漁業の経営の健全な発展等に資することを目的と
する。
　これにより、担い手の育成及び確保等に寄与する。

－

－
　漁業経営の改善、漁業経営の維持が困難な中小漁業者がその漁業経営の再建を図るため緊急に必要とす
る資金の融通の円滑化等のための措置。
　これにより、効率的かつ安定的な漁業経営の育成に寄与する。

　自然災害又は不慮の事故によって漁獲が減少した場合や漁具や養殖施設等が壊れた場合に、漁業者が受
けた損失を補償し、漁業経営の安定に資することを目的とする。
　これにより、多様な漁業経営の確保・安定に寄与する。

平成31
年度行
政事業レ
ビュー
事業番
号

－
　漁業者等に対し水産業協同組合又は農林中央金庫が行う長期かつ低利の施設資金等の融通を円滑にす
るための措置。
　国が利子補給を行うことにより、漁業者等の資本装備の高度化、経営の近代化に寄与する。

－
　中小漁業者等の漁業経営等に必要な資金の融通を円滑にするための措置。
　中小漁業者等に対する債務保証を主たる業務とする漁業信用基金協会の及び独立行政法人農林漁業信
用基金がその保証等につき保険を行う制度を確立することにより、中小漁業者等の経営の安定に寄与する。

政策手段
（開始年度）

予算額計（執行額）
元年度

当初予算額
[百万円]

関連す
る

指標
政策手段の概要等

－
　遊漁船の利用者の安全の確保及び利益の保護並びに漁場の安定的な利用関係の確保に資することによ
り、漁業経営の安定に資することを目的とする。
　これにより、遊漁船の海難事故の防止に寄与するとともに、多様な漁業経営の確保・安定に寄与する。
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(9)
水産業協同組合法
（昭和23年）

－ － － （2）-①-ア -

(10)
漁業協同組合合併
促進法
（昭和42年）

－ － － （2）-①-ア -

(11)

漁業経営セーフ
ティーネット構築事業
（平成22年度）
（主）

2,450
(2,447)

180
(180)

3,061
(3,061)

（1）-②-ア 0276

(12)

漁業信用保証保険
事業
（平成15年度）
（主）

716
(547)

683
(609)

651
(631)

（1）-①-ア
（1）-②-ア

0270

(13)

水産金融総合対策
事業
（前年度：漁業経営
金融支援事業）
（昭和44年度）
（主）

495
(385)

425
(396)

217
(178)

（1）-②-ア 0268

(14)

漁船損害等補償制
度関係事業
（昭和27年度）
（主）

8,240
(5,074)

8,297
(5,915)

7,743
(5,899)

（1）-②-ア 0286

(15)

漁業災害補償制度
関係事業
（昭和42年度）
（主）

8,749
(5,544)

8,748
(5,559)

8,956
(8,949)

（1）-②-ア 0287

(16)

漁業共済事業実施
費補助金
（昭和39年度）
（主）

387
(387)

372
(372)

360
(360)

（1）-②-ア 0267

－

7,609

　不慮の事故によって漁船や漁船に積んだ漁獲物等が受けた損失及び他の船に衝突するなどの漁船の運航
に伴う不慮の事故により漁業者が負担することとなった費用等を補償し、漁業経営の安定に資することを目的
とする措置。
　漁船保険組合が行う漁船保険事業等及び国が行う漁船保険再保険事業等により、漁業者が負担することと
なった費用等に関して必要な給付を行うことで、漁業経営の安定に寄与する。

9,830

　自然災害又は不慮の事故によって漁獲が減少した場合や漁具や養殖施設等が壊れた場合に漁業者が受
けた損失を補償し、漁業経営の安定に資することを目的とする措置。
　漁業共済組合が行う漁業共済事業、全国漁業共済組合連合会が行う漁業再共済事業及び国が行う漁業共
済保険事業により、漁業者が受けた損失に関して必要な給付を行うことで、漁業経営の安定に寄与する。

361

　漁業共済団体の事務経費及び常勤職員の人件費の一部を補助する。（漁業災害補償法第１９５条第３項の
規定に基づく補助）
  ２０漁業共済組合に対し、事務経費及び人件費の一部補助を行うとともに、全国漁業共済組合連合会に対
し、事務経費の一部補助を行うことにより、事業の健全かつ円滑な運営を図り、漁業経営の安定等に寄与す
る。

733

　漁業者、漁業協同組合等の金利負担の軽減を図る。
　また、認定漁業者が借り入れる漁業経営改善支援資金を無担保・無保証人融資とするため、必要額を（株）
日本政策金融公庫に出資することで、経営改善計画を達成するために必要な資金の融資推進が図られること
により、漁業経営の安定に寄与する。

　漁業者等の協同組織の発達を促進するための措置。
　これにより、漁業者等の経済的社会的地位の向上と水産業の生産力の増進に寄与する。

200
　漁業者・養殖業者と国の拠出により、燃油・配合飼料の価格がそれぞれ一定基準以上に上昇した場合に補
塡金を交付する仕組みを継続して実施し、漁業・養殖業経営の安定化を図る。

-

　積極的な設備投資の促進を図るため、保証人を不要とし、担保は漁業関係資産に限る融資を支援するとと
もに、保証業務を安定的かつ持続的に実施し得る体制を整備するため、漁業信用基金協会の広域合併の取
組を支援する。
　本事業により、中小漁業者等が資金を調達する際の信用力を補完し、経営展開に必要な資金の融通を円
滑にし、漁業経営の安定に寄与する。

－

　適正な事業経営を行うことのできる漁業協同組合を広範に育成し、漁業に関する協同組織の健全な発展に
資するための措置。
　漁業協同組合の合併についての援助等を行うことにより、漁業協同組合の合併の促進に寄与する。
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(17)

漁業収入安定対策
事業
（平成23年度）
（主）

20,303
(20,303)

14,598
(14,598)

11,418
(11,418)

（1）-②-ア 0277

(18)

漁場機能維持管理
事業
（平成21年度）
（主）

4,112
（4,112）

5,059
(5,056)

5,065
(5,065)

（1）-②-ア 0274

(19)

漁業構造改革総合
対策事業
（平成21年度）
（主）

5,556
(4,566)

5,352
(5,352)

5,360
(5,360)

（1）-①-ア
（1）-②-ア 0273

(20)

浜の活力再生・成長
促進交付金
（前年度：浜の活力
再生交付金）
（経営構造改善目
標）
（平成17年度）
（関連：元-20,22）

6,946
(6,837）

4,342
（4,175）

5,917
（4,978）

（1）-①-ア
（1）-②-ア 0291

(21)

国立研究開発法人
水産研究・教育機構
に要する経費
（平成13年度）
（関連：元-10）

19,511
(19,476)

19,553
(19,545)

17,371
(17,371)

（1）-③-ア 0192

5,365
　水産業生産基盤としての共同利用施設等の整備について支援。
　効率的かつ安定的な漁業経営を育成することで、資源管理・漁業所得補償対策加入漁業者の漁業生産割
合の増加に寄与する。

17,332

　水産基本計画等を踏まえ、農林水産大臣の指示した中長期目標の達成のために行う水産に関する技術の
向上に寄与するための試験及び研究等並びに水産業を担う人材の育成を図るための水産に関する学理及
び技術の教授を重点的に実施するため必要な資金を交付及び効率的かつ効果的な研究等を推進する上で
必要な施設の整備・改修に要する経費に対する補助を行う。
　中長期目標の達成に向け、法人が策定した中長期計画及び年度計画を確実に実施することにより、農林水
産分野における研究・技術開発等に寄与する。

6,884

　漁業共済・積立ぷらすの仕組みを活用し、資源管理等の取組を行う漁業者を対象として、漁業者が拠出し
た積立金と国費（１：３）による資金を全国漁業共済組合連合会に造成して漁業者の収入額が減少した場合に
減収補塡を行う（基準収入の原則８割から９割まで積立ぷらすで補塡）とともに、漁業者が支払う漁業共済掛
金への補助（平均３０％相当）を行う。
　漁業者による資源管理等の取組に対する補助として、収入額が減少した場合に減収を補塡することにより、
漁業経営の安定を図ることに寄与する。

115

　　韓国・中国等外国漁船による投棄漁具の回収・処分、外国漁船の影響を受ける漁業者に対する漁業共済
掛金の助成、外国漁船による緊急避泊対策、外国漁船の操業状況調査・監視、漁具被害の復旧支援等の外
国漁船操業対策に助成を行うことにより、漁業経営の安定の確保に寄与する。
　北方地域の領海における我が国漁業者の円滑な操業を確保するため、当該海域での操業に要する追加的
経費の負担軽減に必要な経費の支援を実施することにより、漁業経営の安定の確保に寄与する。
　漂流・漂着物の発生源対策の一環として漁業系廃棄物の実態把握及び適正な管理・処理処分法の検討を
行うための費用等並びに漁業系廃棄物のリサイクル手法の技術開発及びその成果の普及、現場での実証試
験やコンサルティングを行うための費用等について助成する。

5,109
　漁業者の新しい操業・生産体制への転換を促進することで漁業の競争力を強化するため、漁協等に対し、
高性能漁船の導入等による収益性向上の実証の取組に必要な経費を支援する。
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(22)

漁業労働安全確保・
革新的技術導入支
援事業のうち水産業
革新的技術導入・安
全対策推進事業（前
年度：漁船等環境保
全・安全推進技術開
発事業）
（平成21年度）
（主、関連：元-12）

41
(37)

51
(50)

28
(24)

（1）-③-ア 0275

(23)

水産業改良普及事
業交付金
（昭和58年度）
（主）

69
(69)

69
(69)

69
(69)

（1）-③-ア 0269

(24)
福祉対策事業
（平成20年度）
（主）

200
(200)

200
(200)

200
(200)

（1）-③-ア 0272

(25)

漁業人材育成総合
支援事業
（平成24年度までの
事業名：漁業就業者
確保・育成対策事
業）
（平成24年度）
（主）

829
(829)

927
(897)

771
(752)

（1）-①-ア
（1）-③-ア 0278

(26)

漁業労働安全確保・
革新的技術導入支
援事業のうち漁船安
全対策推進事業及
び遊漁船安全対策
推進事業
（前年度：漁業労働
安全確保総合支援
事業）
（平成25年度）
（主）

16
(16)

15
(15)

16
(16)

（1）-③-イ 028015
海難事故の分析やライフジャケット等の選定等を行う漁業労働環境カイゼン対策会議の開催及び漁船の労働
災害を防止する計画を作成し実施する「安全推進員」の養成により、漁船事故隻数を減少させることに寄与す
る。

69
　沿岸漁業等の生産性の向上、漁家経営の改善等のため、水産業改良普及事業の安定的な実施を支援。
　水産業普及指導員の普及活動により意欲ある担い手の育成・確保等に寄与する。

200

　漁業者老齢福祉共済事業（通称：漁業者年金）への事務費、漁業者の老後における生活福祉知識の理解
を促進する漁業者ライフアドバイザーの養成等を支援。本事業を実施することにより漁業者ライフアドバイザー
の活動が促進され、漁業者の生活福祉知識が向上し、それぞれが計画的なライフプランを持ちながら就業す
ることにより漁村が良質な「就業の場」となり、就業希望者が漁業に就業しやすい環境が整い、「新規漁業就業
者毎年2,000人の確保」に寄与する。

796

　就業希望者が経験ゼロからでも円滑に漁業に就業できるよう、就業準備段階における資金の給付を行うとと
もに、就業相談会等の開催、漁業現場での長期研修、漁業活動に必要な技術習得等を支援。本事業を実施
することにより漁業就業希望者の漁業への就業と定着が図られ、「新規就業者毎年2,000人の確保」に寄与す
る。

14
　水産業の安全性の向上に資する新技術の実証試験への支援を実施。
　本事業を実施することにより、意欲的な担い手の育成・確保等に寄与する。
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(27)

有害生物漁業被害
防止総合対策事業
（平成27年度）
（関連：元-12）

528
(514)

535
(486)

469
(459)

（1）-①-ア
（1）-②-ア 0271

(28)

漁協経営基盤強化
対策支援事業
（前年度：漁協経営
基盤強化促進事業）
（平成29年度）
（主）

－
169

(143)
153

(102)
（2）-①-ア 0282

(29)

再編整備等推進支
援事業
（平成21年度）
（主）

- -
90

（63）
（1）-②-ア 0284

(30)

新資源管理導入円
滑化等推進事業
（平成30年度）
（主）

- -
1,206

（1,206）
（1）-②-ア 0285

(31)

漁業安全情報伝達
迅速化事業
（平成29年度）
（主）

- -
1,654

（1,220）
（1）-②-ア 0283

(32)

水産業成長産業化
沿岸地域創出事業
（平成31年度）
（主）

- - - （1）-①-ア
新31-
0021

(33)

信用保証協会等が
受ける抵当権の設定
登記等の税率の軽減
［登録免許税：租税
特別措置法第78条
の3②］
（昭和48年度）

＜5＞
（＜1＞）

＜5＞
（＜1＞）

＜4＞
（＜-＞）

（1）-②-ア -

10,008
　資源の適切な管理を行いながら収益性の向上を図るためリース方式による漁船・漁具等の導入を支援。
　本事業を実施することにより、事業を実施する漁業者の所得向上に寄与する。

136
資源再建計画等に基づく漁獲努力量削減の取組が確実に行われるよう、減船・休漁等に対する支援を実施
し、資源に対し過剰な漁船の円滑な退出を図り、資源の適切な管理及び残存漁業者の収益性を確保すること
が、資源管理・漁業経営安定対策加入漁業者による漁業生産の割合の増加に寄与する。

-
本事業の実施により、日本周辺海域で操業する漁業者の操業継続に対する不安を軽減させ、漁業者の経営
安定に寄与する。

-
　資源管理計画等に基づく漁獲努力量削減の取組が確実に行われるよう、減船等に対する支援を実施。
　本事業を実施することにより、漁業経営等への影響を緩和しつつ、我が国周辺水域における水産資源の管
理及び回復並びに漁業生産構造の再編整備の円滑な推進に寄与する。

4
　漁業信用基金協会が抵当権を設定した場合の登録免許税の軽減のための措置。
　漁業者等の負担を軽減することにより、漁業者等への円滑な資金供給に寄与する。

405
　漁業経営に深刻な影響を及ぼすトド、大型クラゲ等の広域に出現する有害生物に対する漁業被害防止対
策の効果的・効率的な実施を総合的に支援。
　本事業を実施することにより、これらの有害生物による漁業被害が軽減し、漁業経営の安定に寄与する。

279
県域で定める合併基本方針に基づく合併等による効率的な事業改善計画の策定支援、または合併漁協等の
立ち上がり時期に必要となる借入金に係る軽減措置を講ずることにより、漁協系統組織の基盤強化に寄与す
る。
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(34)

特定の基金に対する
負担金等の必要経
費算入の特例［所得
税・法人税：租税特
別措置法第28条、第
66条の11、第68条の
95］
（昭和50年度）

＜0.7＞
（＜-＞）

＜0.7＞
（＜-＞）

＜0.8＞
（＜-＞）

（1）-②-ア -

(35)

輸入農林漁業用Ａ重
油に対する石油石炭
税の免税措置［石油
石炭税：租税特別措
置法第90条の4］
（昭和53年度）

〈185〉
(〈87〉)

〈157〉
(〈204〉)

〈132〉 （1）-②-ア -

(36)

国産農林漁業用Ａ重
油に対する石油石炭
税の還付措置［石油
石炭税：租税特別措
置法第90条の6］
（平成元年度）

〈2,694〉
(〈2,618〉)

〈2,579〉
(〈2,554〉)

〈2,576〉 （1）-②-ア -

(37)

軽油引取税の課税
免除の特例［軽油引
取税：地方税法附則
第12条の2の7］
（平成21年度）

〈10,996〉
(〈10,742

〉)

〈10,742〉
(〈10,593

〉)
〈10,593〉 （1）-②-ア -

(38)

中小企業者等が機
械等を取得した場合
等の特別償却又は
税額の特別控除［所
得税・法人税：租税
特別措置法第10条
の3、第42条の6、第
68条の11］
（平成10年度）

<85>
（<62>）

<75>
（<67>）

<74>
（<51>）

（2）-①-ア -

　漁協が設備投資をする場合において、当該設備の取得価格の30％の特別償却又は7％の税額控除の選択
適用を行う措置。
　漁協等が行う近代化・合理化に向けた設備投資の支援を通じ、水産業の体質強化が図られ、地域経済の活
性化及び漁業経営の安定化に寄与する。

〈132〉
　輸入漁業用Ａ重油に対する石油石炭税の免税措置。
　本特例措置を講ずることにより､漁業用Ａ重油に係る税負担が軽減され､漁業経営の安定､水産物の安定供
給に寄与する。

　長期の事業を行う特定の基金に支出する負担金又は掛金の必要経費又は損金への算入のための措置。
　債務保証の弁済能力の充実により、漁業者等への円滑な資金供給に寄与する。

〈2,576〉
　国産漁業用Ａ重油に対する石油石炭税相当額を製造業者に還付する。
　本特例措置を講ずることにより､漁業用Ａ重油に係る税負担が軽減され､漁業経営の安定､水産物の安定供
給に寄与する。

〈10,593〉
　漁業用軽油に対する軽油引取税の免税措置。
　本特例措置を講ずることにより､船舶の動力源に供する軽油に係る税負担が軽減され､漁業経営の安定､水
産物の安定供給に寄与する。

<60>

0.8
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(39)

保険会社等の異常
危険準備金［法人
税：租税特別措置法
第57条の5、第68条
の55］
（昭和29年度）

<53>
（<51>）

<54>
（<54>）

<54>
（<56>）

（2）-①-ア -

(40)

中小企業等の貸倒
引当金の特例（法人
税：租税特別措置法
第57条の10、第68条
の59）
（昭和41年度）

<70>
（<118>）

＜96＞
（＜63＞）

<95>
（<47>）

（2）-①-ア -

(41)

農林中央金庫等の
合併に係る課税の特
例（法人税：租税特
別措置法第68条の
2）
（平成13年度）

<29>
（<0>）

<26>
（<0>）

<321>
（<0>）

（2）-①-ア -

(42)

特定中小企業者等
が経営改善設備を取
得した場合の特別償
却又は法人税額等
の特別控除（商業・
サービス業・農林水
産業活性化税制）
［所得税・法人税：租
税特別措置法第10
条の5の2、第42条の
12の3、第68条の15
の4］
（平成25年度）

<15>
（<13>）

<12>
（<13>）

<13>
（<0>）

（2）-①-ア -

…
<…>

57,291
<5,400>

54,155
<6,770>

…
<…>

84,488
<4,175>

<59>

　保険会社又は共済事業を行う協同組合の異常危険準備金を対象とし、積立金を損金算入する措置。（積立
率は火災共済が掛金額の2.5％、風水害等共済が9％等。）
　異常危険準備金の積立金額の損金算入を認めることにより、毎期の収入から計画的に異常損害損失への
備えのための内部留保の充実を図られ、漁協系統組織の基盤強化に寄与する。

<76>

　中小企業等の貸倒引当金の繰入限度額について、貸倒実績率と法定繰入率の選択適用が認められ、さら
に協同組合等はその10％割増しを行う措置。
　漁協等の貸倒リスクへの対応力を維持・強化することにより、漁協経営の安定が図られ、漁協系統組織の基
盤強化に寄与する。

<1,359>
　漁協が一定の要件を満たした合併を行う場合には適格合併とみなし、資産の簿価引継や欠損金の損金算
入を行う措置。
　漁協合併が促進され、漁協系統組織の基盤強化に寄与する。

政策の予算額[百万円]
43,238
<5,365>

政策の執行額[百万円]

<8>

　青色申告書を提出する漁業者等で、漁業協同組合等から経営改善に関する指導及び助言を受けたもの
が、その指導及び助言を受けて行う店舗の改修等に伴い、建物附属設備（１台60万円以上）又は器具・備品
（１台30万円以上）を取得した場合に、取得価格の30％の特別償却又は７％の税額控除が選択適用できる特
例措置。
　漁業者等が行う水産物等の品質の向上や高付加価値化、生産コストの低減等に資する設備の導入・更新が
促進されるとともに、事務負担の軽減、業務改善等に向けた設備やシステムの導入が図られ、消費税を円滑
かつ適正に転嫁できる環境が整備されることで、漁業者等の経営の安定化・活性化に寄与する。
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移替え予算に係る政策手段一覧（参考）

28年度
[百万円]

29年度
[百万円]

30年度
[百万円]

(1)

【参考：復興庁より】
共同利用漁船等復
旧支援対策事業
（平成24年度）

620
(434)

215
(180)

228
（106）

- 復－0114

(2)

【参考：復興庁より】
漁業者・漁協等への
無利子・無担保・無
保証人融資事業
（平成24年度）

4559
(3,991)

4,521
(3,794)

1,889
（1,584）

- 復－0115

(3)

【参考：復興庁より】
漁業経営体質強化
機器設備導入支援
事業
（平成24年度）

232
(168)

194
(142)

66
（66）

- 復－0116

(4)

【参考：環境省より】
地球環境保全試験
研究費
（平成13年度）

3.1
(2.8)

3.7
(3.3)

3.7
（3.0）

- 環－0096

１．用語解説

1,704
被災漁業者等を対象とした災害復旧関係資金について、実質無利子化、無担保・無保証人化措置を講じるこ
とは、漁業経営の安定及び水産物の安定供給と水産業の健全な発展に資するものである。

105
本事業は、東日本大震災で被災した漁業者の効率的な操業の再建に必要な省エネ機器設備の導入を支援
するものであり、被災地の漁業経営の安定に資するものである。

関連す
る

指標
政策手段の概要等

（注１）「予算額計」欄について、税制の場合は、減収見込額（減収額）を記載している。

（注２）当該政策分野に対応する予算の項に位置付けられている予算事業については、「政策手段」の欄に、「主」と記載している。
　　　　また、予算事業が複数の政策分野に関係する場合には、「政策手段」の欄に、関係する政策分野の番号を記載している。

（注３）政策の予算額及び政策の執行額について、複数政策に関連する予算については、＜＞外書きで記載している。
（注４）移替え予算とは、予算成立後、府省間において、移動させられる予算のことである。

参考資料

注１ 漁業協同組合系統組織
水産業協同組合法（昭和23年法律第242号）に基づき設立された漁業協同組合並びに都道府県段階及び全国段階等の連合会に至る協同組織。単に「漁業協
同組合」という場合は「沿海地区漁業協同組合（沿海地区漁協）」を指す。

平成31
年度行
政事業レ
ビュー
事業番
号

116
本事業は、東日本大震災で被災した漁業者の経営再建に必要な漁船の導入を支援するものであり、被災地
の漁業経営の安定に寄与する。

5.6
地球温暖化問題の解決に資する科学的知見の集積を通じ、農林水産分野における研究・技術開発等に寄与
する。

政策手段
（開始年度）

予算額計（執行額）

元年度
当初予算額

[百万円]
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（農林水産省元－㉒）

政策に関係する内閣の重要
政策

水産基本計画（平成29年4月28日閣議決定）
　第２ Ⅰ ４　加工・流通・消費・輸出に関する施策の展開
　第２ Ⅰ ５　漁港・漁場・漁村の総合的整備
　第２ Ⅰ ６　多面的機能の発揮の促進
　第２ Ⅱ ３　渚泊の推進による漁村への来訪者増加

漁港漁場整備長期計画（注１）（平成29年3月28日閣議決定）
　第１　漁場漁港整備事業についての基本的考え方
　第２　実施の目標及び事業量

社会資本整備重点計画（注２）（平成27年9月18日閣議決定）
　第３章　計画期間における重点目標と事業の概要

農林水産業・地域の活力創造プラン（平成30年6月1日改訂）
 Ⅲ 9．水産資源の適切な管理と水産業の成長産業化

未来投資戦略2018（平成30年6月15日閣議決定）
 第２ Ⅰ[４] １ .（３） ⅳ）水産業改革

経済財政運営と改革の基本方針2018（平成30年6月15日閣議決定）
 第２章 ５．（４）①農林水産新時代の構築

規制改革実施計画（平成30年6月15日閣議決定）
 Ⅲ ３．水産分野

政策評価
実施予定時期

令和３年８月

令和元年度実施施策に係る政策評価の事前分析表

政策分野名
【施策名】

漁村の健全な発展 担当部局名
水産庁
【計画課/防災漁村課/加工流通課】

政策の概要
【施策の概要】

　漁村地域においては、景観等の地域資源、多面的機能等、漁村のもつ特性を活かし
て希望を持って定住できる地域を実現していくことが重要である。また、水産物は「身近
な自然のめぐみ」であるとともに、国民の健康の維持向上にも寄与するものであり、その
消費拡大に取り組むことが重要である。
　この中、水産物の供給拠点として極めて重要な役割を果たす漁村の健全な発展を図
るため、

①漁港・漁場・漁村の総合的整備及び多面的機能の発揮の促進
②加工・流通・消費・輸出に関する施策の展開
の施策を行う。

政策評価体系上の
位置付け

水産物の安定供給と水産業の健全な発展
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基準
年度

目標
年度

29年度 30年度 元年度 ２年度 ３年度

1.6万ト
ン

3.2万ト
ン

4.8万ト
ン

6.4万ト
ン

8万トン

1.3万ト
ン

2.5万ト
ン

-

把握の方法 当該年度に整備した再生漁場及び新規漁場において漁獲される水産物の増産量を、翌年度に各都道府県が行う現地調査等を通じて実績値を把握

達成度合いの
判定方法

達成率＝当該年度の実績値÷当該年度の目標値×100（％）
Ａ’ランク：150％超、Aランク：90％以上150％以下、Bランク：50％以上90％未満、Cランク：50％未満

測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠
年度ごとの実績値

ア
漁場再生及び新規
漁場整備による水産
物の増産量

0万トン 平成28年度
8万トン
（累計）

令和3年度 Ｓ↑－直

【測定指標の選定理由】
　漁港漁場整備長期計画（平成29年３月28日閣議決定。以下、「長期計画」
という。）において、重点課題「豊かな生態系の創造と海域の生産力向上」を
達成するため、成果目標として、「水産資源の回復や生産力の向上のための
漁場再生及び新規漁場整備による水産物の増産量」を定めていることを踏ま
え、この成果目標を達成することにより、水産業・漁村の多面的機能の発揮に
寄与するものとして設定した。
【目標値（水準・目標年度）の設定の根拠】
　目標値については、水産基本計画における自給率目標の達成のため、排
他的経済水域を含めた我が国周辺水域における漁場整備を図ることとし、事
業実施主体からの実施要望等を踏まえ、長期計画において目指す主な成果
として、令和3年度までにおおむね8万トンの水産物を増産するものとした。
※評価実施時期に、評価対象年度の実績値を把握できないことから、実績
評価は、評価時点で把握可能な最新の実績値に基づき実施する。

施策の目指すべき姿
【目標設定の考え方根拠】

　漁村の持つ特性を活かしつつ、希望を持って定住できる地域を実現するため、藻場・干潟の保全・創造等の豊かな生態系を目指した水産環境整備、水産物の安定供給基盤とな
る漁港機能の維持・向上、漁村地域の労働・生活環境の改善、災害に強い漁村づくり等を推進する。

目標①
【達成すべき目標】

水産業・漁村の多面的機能（注３）の発揮

測定指標 基準値 目標値

年度ごとの目標値

指標－
計算分類

施策（１） 漁港・漁場・漁村の総合的整備及び多面的機能の発揮の促進
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20万人 40万人 60万人 80万人 100万人

22万人 39万人 -

F↑－直

【測定指標の選定理由】
　水産業・漁村の多面的機能が発揮され、漁村の持つ魅力発信により、漁村
への訪問や漁村の人々との交流の促進が期待されることから、「都市漁村交
流人口の増加数」を指標として選定した。
【目標値（水準・目標年度）の設定の根拠】
　漁港漁場整備長期計画（平成29年度３月28日閣議決定）の中で、漁村の活
性化により都市漁村交流人口を令和3年度までにおおむね　100万人増加さ
せることとしており、年度ごとの目標値は、令和3年度の目標値を達成するた
め、毎年一定割合で向上させることとして、設定した。
※評価実施時期に、評価対象年度の実績値を把握できないことから、実績
評価は、評価時点で把握可能な最新の実績値に基づき実施する。

把握の方法 都道府県及び市町村を通じて実績値を把握【被災3県を除く】

達成度合いの
判定方法

達成率＝当該年度の実績値÷当該年度の目標値×100（％）
Ａ’ランク：150％超、Aランク：90％以上150％以下、Ｂランク：50％以上90％未満、Ｃランク：50％未満

イ
都市漁村交流人口
の増加数

0万人 平成28年度 100万人 令和3年度
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基準
年度

目標
年度

29年度 30年度 元年度 ２年度 ３年度

- - - 100％ -

39％ 71％ 82%

令和2年
度

Ｓ↑－直

【測定指標の選定理由】
　社会資本整備重点計画（平成27年9月18日閣議決定。以下「重点計画」と
いう。）では、平成27年度から令和2年度の計画期間において、厳しい財政制
約の下、社会資本のストック効果が最大限に発揮されるよう、集約･再編を含
めた戦略的メンテナンス、既存施設の有効活用（賢く使う取組）に重点的に取
り組むとともに、社会資本整備の目的･役割に応じて、「安全安心インフラ」、
「生活インフラ」、「成長インフラ」について、選択と集中の徹底を図ることとし、
４つの重点目標と13の政策パッケージを設定したところ。
　重点計画の重点目標に係る指標のうち、農地＜漁港＞海岸分野では、戦
略的な維持管理･更新等を推進するため「海岸の長寿命化計画（個別施設
計画）の策定率」を指標として設定した。
【目標値（水準・目標年度）の設定の根拠】
　目標値については、重点計画の指標を設定する際に行った海岸管理者に
対する聞き取り結果を基に設定した。

把握の方法 社会資本整備重点計画における指標フォローアップ調査により把握（農林水産省・国土交通省の海岸担当部局による共同調査）

達成度合いの
判定方法

達成度合＝当該年度実績値／令和２年度目標値×100（％）
Ａ’ランク：150％超、Ａランク：90％以上150％以下、Ｂランク：50％以上90％未満、Ｃランク：50％未満

目標②
【達成すべき目標】

漁業地域の防災機能・減災対策の強化

測定指標 基準値 目標値

年度ごとの目標値

指標－
計算分類

測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠
年度ごとの実績値

ア

海岸堤防等の個別
施設ごとの長寿命化
計画(個別施設計画)
の策定率

1%
平成26年

度
100%
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- - - 約69% -

68% 77％ 84%

把握の方法 社会資本整備重点計画における指標フォローアップ調査により把握（農林水産省・国土交通省の海岸担当部局による共同調査）

達成度合いの
判定方法

達成度合＝当該年度実績値／令和２年度目標値×100（％）
Ａ’ランク：150％超、Ａランク：90％以上150％以下、Ｂランク：50％以上90％未満、Ｃランク：50％未満

約69%
令和2年

度
Ｓ↑－直

【測定指標の選定理由】
　社会資本整備重点計画（平成27年9月18日閣議決定。以下「重点計画」と
いう。）では、平成27年度から令和2年度の計画期間において、厳しい財政制
約の下、社会資本のストック効果が最大限に発揮されるよう、集約･再編を含
めた戦略的メンテナンス、既存施設の有効活用（賢く使う取組）に重点的に取
り組むとともに、社会資本整備の目的･役割に応じて、「安全安心インフラ」、
「生活インフラ」、「成長インフラ」について、選択と集中の徹底を図ることとし、
４つの重点目標と13の政策パッケージを設定したところ。
　重点計画の重点目標に係る指標のうち、農地＜漁港＞海岸分野では、戦
略的な維持管理･更新等を推進するため、南海トラフ巨大地震・首都直下型
地震等の大規模地震が想定される地域等において、粘り強い構造の海岸堤
防等の整備を推進するため「海岸堤防の整備率（計画高までの整備と耐震
化）」を指標として設定した。
【目標値（水準・目標年度）の設定の根拠】
　目標値については、重点計画の指標を設定する際に行った海岸管理者に
対する聞き取り結果を基に設定した。

イ

南海トラフ巨大地震･
首都直下型地震等
の大規模地震が想
定されている地域等
における海岸堤防等
の整備率

約39% 平成26年度
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- - - 82％ -

68％ 77％ 87%

ウ

南海トラフ巨大地震･
首都直下型地震等
の大規模地震が想
定されている地域等
における、水門･樋門
等の自動化･遠隔操
作化率

約43%
平成26年

度
約82%

令和2年
度

把握の方法 社会資本整備重点計画における指標フォローアップ調査により把握（農林水産省・国土交通省の海岸担当部局による共同調査）

達成度合いの
判定方法

達成度合＝当該年度実績値／令和２年度目標値×100（％）
Ａ’ランク：150％超、Ａランク：90％以上150％以下、Ｂランク：50％以上90％未満、Ｃランク：50％未満

Ｓ↑－直

【測定指標の選定理由】
　社会資本整備重点計画（平成27年9月18日閣議決定。以下「重点計画」と
いう。）では、平成27年度から令和2年度の計画期間において、厳しい財政制
約の下、社会資本のストック効果が最大限に発揮されるよう、集約･再編を含
めた戦略的メンテナンス、既存施設の有効活用（賢く使う取組）に重点的に取
り組むとともに、社会資本整備の目的･役割に応じて、「安全安心インフラ」、
「生活インフラ」、「成長インフラ」について、選択と集中の徹底を図ることとし、
４つの重点目標と13の政策パッケージを設定したところ。
　重点計画の重点目標に係る指標のうち、農地＜漁港＞海岸分野では、戦
略的な維持管理･更新等を推進するため南海トラフ巨大地震・首都直下型地
震等の大規模地震が想定される地域等において、粘り強い構造の海岸堤防
等の整備を推進するため津波到達前に水門等を安全かつ迅速･確実に閉鎖
するため「水門・樋門等の自動化・遠隔操作化率」を指標として設定した。
【目標値（水準・目標年度）の設定の根拠】
　目標値については、重点計画の指標を設定する際に行った海岸管理者に
対する聞き取り結果を基に設定した。
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2% 6% 8% 12% 30%

1% 3% 6%

エ

災害発生時における
水産業の早期回復
体制が構築された漁
港の割合

0% 平成28年度 30% 令和3年度

把握の方法 都道府県及び市町村を通じて実績値を把握

達成度合いの
判定方法

達成率＝当該年度の実績値÷当該年度の目標値×100（％）
Ａ’ランク：150％超、Aランク：90％以上150％以下、Ｂランク：50％以上90％未満、Ｃランク：50％未満

Ｓ↑－直

【測定指標の選定理由】
　漁港漁場整備長期計画（平成29年３月28日閣議決定。以下、「長期計画」
という。）において、重点課題「大規模自然災害に備えた対応力強化」を達成
するため、成果目標として、「災害発生時における水産業の早期回復体制が
構築された漁港の割合」、「防災機能の強化対策が講じられた漁村の人口割
合」を定めていることを踏まえ、これら成果目標を達成することにより、漁業地
域の防災機能・減災対策の強化に寄与するものを指標として設定した。
【目標値（水準・目標年度）の設定の根拠】
　事業実施主体からの実施要望等を踏まえ、水産物の流通拠点となる漁港
（注４）において、陸揚げ用の岸壁及びその前面水域の静穏度を確保するた
めの防波堤等主要施設において地震・津波に対する安全性が確保され、か
つ、地域の水産業の継続や復旧を図るための計画等が策定された漁港の割
合を、0%（平成28年度）から、おおむね30%（令和3年度）に向上させることを目
標とした。年度ごとの目標値については、長期計画での目指す主な成果を設
定する際に実施した漁港管理者に対する聴き取り結果等を基に設定した。
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52% 54% 56% 58% 60%

53% 56% -

Ｓ↑－直

【測定指標の選定理由】
　漁港漁場整備長期計画（平成29年３月28日閣議決定。以下、「長期計画」
という。）において、重点課題「大規模自然災害に備えた対応力強化」を達成
するため、成果目標として、「防災機能の強化対策が講じられた漁村の人口
割合」を定めていることを踏まえ、これら成果目標を達成することにより、漁業
地域の防災機能・減災対策の強化に寄与するものを指標として設定した。
【目標値（水準・目標年度）の設定の根拠】
　事業実施主体からの実施要望や防災・減災対策の緊急性を踏まえ、全国
の漁業依存度や漁家の割合が高い漁村において、避難地となる緑地・広場
施設等の整備により、防災機能の強化対策が講じられた漁村の人口割合を、
48%（平成27年度）から、概ね60%（令和3年度）に向上させることを目標とした。
年度ごとの目標値については、令和3年度の目標値（おおむね60％）を達成
するため、毎年一定割合で向上させることとした。
※評価実施時期に、評価対象年度の実績値を把握できないことから、実績
評価は、評価時点で把握可能な最新の実績値に基づき実施する。

把握の方法 都道府県及び市町村を通じて実績値を把握【被災3県を除く】

達成度合いの
判定方法

達成率＝当該年度の実績値÷当該年度の目標値×100（％）
Ａ’ランク：150％超、Aランク：90％以上150％以下、Ｂランク：50％以上90％未満、Ｃランク：50％未満

オ
防災機能の強化対
策が講じられた漁村
の人口割合

48% 平成27年度 60% 令和3年度
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73% 80% 86% 93% 100%

78% 79% 83%

カ
老朽化に対して施設
の安全性が確保され
た漁港の割合

66% 平成28年度 100% 令和3年度 Ｓ↑－直

【測定指標の選定理由】
　漁港漁場整備長期計画（平成29年３月28日閣議決定）において、重点課題
「漁港ストックの最大限の活用と漁村のにぎわいの創出」を達成するため、成
果目標として、「老朽化に対して施設の安全性が確保された漁港の割合」を
定めていることを踏まえ、この成果目標を達成することにより、漁業地域の防
災機能・減災対策の強化に寄与するものとして設定した。
【目標値（水準・目標年度）の設定の根拠】
　目標値について、事業実施主体からの実施要望等を踏まえ、老朽化診断
の結果、岸壁及び防波堤について、その主要部に著しい老朽化が発生して
おり、要求性能（施設がその目的を達成するために必要とされる性能）を下回
る可能性があると診断されていない漁港又はその診断に対して必要な対策
が行われた漁港の割合を、66%（平成28年度）から、おおむね100%（令和3年
度）に向上させることを目標とした。年度ごとの目標値については、令和3年
度の目標値（おおむね100％）を達成するため、毎年一定割合で向上させる
こととした。

把握の方法 都道府県及び市町村を通じて実績値を把握

達成度合いの
判定方法

達成率＝当該年度の実績値÷当該年度の目標値×100（％）
Ａ’ランク：150％超、Aランク：90％以上150％以下、Ｂランク：50％以上90％未満、Ｃランク：50％未満
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基準
年度

目標
年度

29年度 30年度 元年度 ２年度 ３年度

46.4ｋｇ/
人年

46.4ｋｇ/
人年

46.4ｋｇ/
人年

46.4ｋｇ/
人年

46.4ｋｇ/
人年

45.9kg/
人年

45.0kg/
人年

精査中
のため９
月上旬
頃記載
予定

ア
魚介類（食用）の消
費量

49.4kg/
人年

基準値 目標値

年度ごとの目標値

指標－
計算分類

測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠
年度ごとの実績値

施策（２） 加工・流通・消費・輸出に関する施策の展開

施策の目指すべき姿
【目標設定の考え方根拠】

水産物の品質・衛生管理対策の推進、加工・販売等の6次産業化の推進、加工・流通機能の発揮による適切な需給バランスの確保等により、水産物の消費拡大と安全な水産物の
安定供給を目指す。

目標①
【達成すべき目標】

多様なニーズへの対応による消費量の拡大及び水産物の輸出促進

測定指標

達成度合いの
判定方法

達成率＝当該年度の実績値÷当該年度の目標値×100（％）
A'ランク：150％超、Aランク：90％以上150％以下、Bランク：50％以上90％未満、Cランク：50％未満

平成26年度
46.4kg/

人年
令和9年度 Ｆ＝－直

【測定指標の選定理由】
　新たな「水産基本計画」（平成29年４月28日閣議決定）において、令和9年
度の１人１年当たりの食用魚介類の消費量（粗食料ベース）を46.4kgとする目
標を掲げていることから測定指標を選定した。
【目標値（水準・目標年度）の設定の根拠】
　上記理由から、年度毎の目標値に「46.4kg／人年」を設定した。
※評価実施時期に、評価対象年度の「魚介類（食用）の消費量」を把握でき
ないことから、前年度の概算値を用いて実績評価を行う。

把握の方法 食料需給表（大臣官房食料安全保障課）により把握
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2,847億
円

3,157億
円

3,500億
円

- -

2,749億
円

3,031億
円

2,873億
円

6漁港 12漁港 18漁港 24漁港 60漁港

6漁港 13漁港 15漁港

令和3年
度

Ｓ↑－直

【測定指標の選定理由】
　漁港漁場整備長期計画（平成29年３月28日閣議決定。以下、「長期計画」
という。）において、重点課題「水産業の競争力強化と輸出促進」を達成する
ため、成果目標として、「水産物の流通拠点や生産拠点となる漁港（注５）で
あって輸出増大が見込まれる水産物を取り扱う漁港のうち、輸出を拡大させ
る漁港数」を定めていることを踏まえ、この成果目標を達成することにより、多
様なニーズへの対応による消費量の拡大及び水産物の輸出促進に寄与す
るものとして設定した。
【目標値（水準・目標年度）の設定の根拠】
　目標値については、事業実施主体からの実施要望等を踏まえ、水産物の
流通拠点や生産拠点となる漁港であって輸出増大が見込まれる水産物を取
り扱う漁港において、漁港の生産・流通機能の強化や輸出先国ニーズに対
応した生産・流通体制の確保などの輸出拡大に資する取組を実施し新たに
輸出拡大した漁港数を、おおむね60漁港（令和3年度）に拡大させることを目
標とした。年度ごとの目標値については、長期計画での目指す主な成果を設
定する際に実施した漁港管理者に対する聴き取り結果等を基に設定した。

把握の方法 都道府県及び市町村を通じて実績値を把握

達成度合いの
判定方法

達成率＝当該年度の実績値÷当該年度の目標値×100（％）
A'ランク：150％超、Aランク：90％以上150％以下、Bランク：50％以上90％未満、Cランク：50％未満

把握の方法 財務省貿易統計により把握

ウ 輸出拡大漁港数

0漁港
平成28年

度
60漁港

達成度合いの
判定方法

達成率＝当該年度の実績値÷当該年度の目標値×100（％）
A'ランク：150％超、Aランク：90％以上150％以下、Bランク：50％以上90％未満、Cランク：50％未満

イ 水産物の輸出額

1,700億
円

平成24年
3,500億

円
令和元年 F↑－直

【測定指標の選定理由】
　新たな「水産基本計画」（平成29年４月28日閣議決定）において、「未来へ
の投資を実現する経済対策」（平成28年８月２日閣議決定）において、農林
水産物・食品輸出額について平成31年に１兆円を達成することとされており、
水産物についても3,500億円目標の達成に向け、一層の輸出拡大に取り組
むこととされていることを踏まえ、「水産物の輸出額」を指標として設定した。
【目標値（水準・目標年度）の設定の根拠】
　目標値は、基準年の2012年（1,700億円）から2019年（3,500億円）までの年
間増加率（年10.9％）を用いて設定した。
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基準
年度

目標
年度

29年度 30年度 元年度 ２年度 ３年度

5% 10% 15% 20% 50%

6% 8% 15%

F↑－直

【測定指標の選定理由】
　漁港漁場整備長期計画（平成29年３月28日閣議決定。以下、「長期計画」
という。）において、重点課題「水産業の競争力強化と輸出促進」を達成する
ため、成果目標として、「水産物の流通拠点となる漁港で取り扱われる水産物
のうち、新たに品質の向上や出荷の安定が図られた水産物の取扱量の割
合」を定めていることを踏まえ、この成果目標を達成することにより、漁港にお
ける市場・流通機能の強化に寄与するものとして設定した。

【目標値（水準・目標年度）の設定の根拠】
　目標値については、事業実施主体からの実施要望等を踏まえ、水産物の
流通拠点となる漁港において、新たに水産物の安全の確保・鮮度保持、出荷
量の安定化、生産・流通コストの削減が図られた水産物の取扱量の割合を、
おおむね50%（令和3年度）にすることを目標とした。年度ごとの目標値につい
ては、長期計画での目指す主な成果を設定する際に実施した漁港管理者に
対する聴き取り結果等を基に設定した。

把握の方法 都道府県及び市町村を通じて実績値を把握

達成度合いの
判定方法

達成率＝当該年度の実績値÷当該年度の目標値×100（％）
Ａ’ランク：150％超、Aランク：90％以上150％以下、Bランク：50％以上90％未満、Cランク：50％未満

ア

新たに品質の向上
や出荷の安定が図ら
れた水産物の取扱
量の割合

0% 平成28年度 50% 令和3年度

目標②
【達成すべき目標】

漁港における市場・流通機能の強化

測定指標 基準値 目標値

年度ごとの目標値

指標－
計算分類

測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠
年度ごとの実績値
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28年度
[百万円]

29年度
[百万円]

30年度
[百万円]

(1)
漁港漁場整備法
（昭和25年）

－ － -

（1）-①-
ア

（1）-①-イ
（1）-②-

エ
（1）-②-

オ
（1）-②-

カ
（２）-①-

ウ
（2）-②-

ア

-

(2)
海岸法
（昭和31年）

－ － - （1）-② -

(3)

水産加工業施設改
良資金融通臨時措
置法
（昭和52年）

－ － -
（2）-①-

ア -

(4)

国産水産物流通促
進・消費拡大総合対
策事業
（平成30年度）
（主）

- -
706

(656 )
（2）-①-

ア 0300

(5)

水産基盤整備事業
（直轄）
（平成13年度）
（主）

3,246
(3,238)

3,034
(3,015)

2,831
（2,824）

（1）-①-
ア 0290

-

　津波、高潮、波浪その他海水又は地盤の変動による被害から海岸を防護するとともに、海岸環境の整備と
保全及び公衆の海岸の適正な利用を図り、もって国土の保全に資することを目的とする。
　海岸保全施設の整備を行い、津波・高潮等から国土を保全することにより、災害時の経済社会活動を支
え、国民の生命・財産・生活を守ることに寄与する。

-
　食用水産加工品の安定供給を図るため、水産加工施設の改良等に必要な資金の融通を行う。資金の円
滑な融通は製造のみならず消費拡大に寄与する。

-
　水産加工・流通構造の改善、消費者等に対する魚食普及及び漁業からの水産物供給の平準化の取組を
総合的に推進することにより、国産水産物の流通促進と消費拡大が図られ、ひいては魚介類の消費量の維
持に資する。

3,363

　国民への水産物の安定供給を図るため、排他的経済水域における漁場整備を実施するとともに、水産基
盤整備事業の効果的・効率的実施に資するための調査、技術開発等を実施。
　魚礁や増養殖場を整備することにより、水産資源の生産力の向上を図り、新たな水産物の提供に寄与す
る。

-

　水産業の健全な発展及びこれによる水産物の供給の安定を図るため、環境との調和に配慮しつつ、漁港
漁場整備事業を総合的かつ計画的に推進し、及び漁港の維持管理を適正にし、もって国民生活の安定及
び国民経済の発展に寄与し、あわせて豊かで住みよい漁村の振興に資することを目的としている。
　この法律に基づき漁港漁場整備事業を推進することで、目標が計画的に達成されることに寄与する。

政策手段
（開始年度）

予算額計（執行額）
元年度

当初予算額
[百万円]

関連す
る

指標
政策手段の概要等

平成31
年度行
政事業
レビュー
事業番
号
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(6)

水産基盤整備事業
（補助）
（平成13年度）
（主、関連：元-12）

29,445
(29,333)

32,392
(32,257)

29,185
（28,868）

（1）-①-
ア

（1）-②-
エ

（1）-②-
オ

（1）-②-
（カ）

（２）-①-
ウ

（2）-②-
ア

0289

(7)

農山漁村地域整備
交付金
（平成22年度）
（関連：元-
7,8,12,14,15,17）

87,427
の内数
(87,348
の内数)

77,878
の内数
(77,842
の内数)

72,387の
内数

（72,233
の内数）

（１）-①-
ア

（１）-②-
ア～ウ

0122

(8)

水産多面的機能発
揮対策
（平成25年度）
（主、関連：元-12）

2,800
(1,889)

2,800
(2,012)

2,800
（2,282）

（1）-①-
ア 0294

(9)

鳥獣被害防止総合
対策交付金
（平成20年度）
（関連：元-12,14,17）

10,395
(10,269)

9,715
(9,608)

11,547
（10,810)

（1）-①-
ア 0202

(10)

離島漁業再生支援
等交付金
（平成22年度）
（主）

1,206
(963)

1,506
(1,094)

1,506
（1,266）

（1）-①-
ア 0292

(11)

浜の活力再生・成長
促進交付金
（前年度：浜の活力
再生交付金）
（平成17年度）
（主、関連：元-
20,21）

6,946
(6,837）

4,342
（4,175）

5,917
（4,978）

（1）-①-イ
（1）-②-

オ
（2）-①-

ア

0291

1,518

　離島漁業の再生を図るため、漁場の生産力向上の取組等を支援する。併せて、初期投資負担を軽減し、
離島の新規漁業就業者の定着を図るため、漁船・漁具等のリースの取組及び特定有人国境離島地域にお
ける雇用創出のための取組等を支援する。
　本事業により、離島の漁業集落において、種苗放流や漁場の管理・改善等の取組が行われ、漁場再生に
よる新たな水産物の提供に寄与する。

5,365
　「浜の活力再生プラン」の目標の達成を支援するため、必要に応じたプランの見直し、プランに位置づけら
れた共同利用施設の整備やプラン策定地域における水産資源の管理・維持増大、漁港漁場の機能高度化
や防災・減災対策等の取組を支援する。

41,357

　漁場造成や水域環境の保全、主要施設の耐震・耐津波対策や高度な衛生管理対策（注６）に資する漁港
整備等を実施。
　魚礁や増養殖場の整備により、水産資源の生産力の向上を図り、新たな水産物の増産が可能となる。ま
た、岸壁など主要施設の耐震・耐津波対策により、漁村の防災機能の強化や水産業の早期回復体制の構
築を図るとともに、衛生管理対策に資する岸壁や荷さばき所等の整備により、水産物の品質の向上や出荷
の安定、輸出の拡大に寄与する。

2,855

　水産業・漁村の持つ多面的機能の効果的・効率的な発揮により水産業の再生・漁村の活性化を図るため、
漁業者等が行う多面的機能の発揮に資する活動に対して支援を行う。
　水産業・漁村の持つ多面的機能の発揮により、漁場再生による新たな水産物の提供や生物多様性保全に
寄与する。

10,227

  市町村が作成する被害防止計画に基づいて行う地域ぐるみの被害防止活動や侵入防止柵の整備等の鳥
獣被害対策を支援。
　また、県域を越える複数の市町村が連携して行う広域的な鳥獣被害対策及び人材育成を支援。
　被害防止計画を策定し、効果的な被害防止対策を行う市町村数を増やすことにより、鳥獣による農作物の
被害の軽減に寄与する。

80,004の内数

　自治体が農山漁村地域ニーズにあった計画を自ら策定し、農業農村、森林、水産各分野における公共事
業を自由に選択し、総合的、一体的な整備の支援。
　水産分野では、漁港漁場整備、海岸保全施設整備等とともに、これと一体となって事業効果を高めるため
に必要な効果促進事業を総合的、一体的に実施。
　魚礁や増養殖場の整備により、水産資源の生産力の向上を図り、新たな水産物の提供が可能となる。
　また、海岸保全施設の整備を行い、津波・高潮等から国土を保全することにより、災害時の経済社会活動
を支え、国民の生命・財産・生活を守ることに寄与する。
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(12)

農山漁村振興交付
金
（平成28年度）
（関連：元-
3,7,8,12,14,15,16,17
,18,19）

7,326
の内数
(7,011

の内数)

8,602
の内数
(7,886

の内数)

9,524の
内数

（7,282
の内数)

（1）-①-イ 0204

(13)
漁港海岸事業
（昭和32年度）
（主）

812
（792）

643
(642)

912
（911）

（1）-② 0288

(14)

水産物流通調査事
業
（平成24年度）
（主）

79
(79)

80
(80)

77
（72)

（2）-①-
ア 0293

(15)

水産物輸出倍増環
境整備対策事業
（平成27年度）
（主）

243
(154)

205
(143)

188
（173)

（2）-①-イ 0298

(16)
漁港機能増進事業
（平成29年度）
（主）

－
651

(649)
1783

(1772）
（1）-①-イ 0299

(17)

浜と企業の連携円滑
化事業
（平成30年度）
（主）

- -
125

(120）
（1）-①-

ア 0302

(18)

日本発の水産エコラ
ベル普及推進事業
（平成30年度）
（主）

- -
70

（69）
（2）-①-イ 0303

(19)

酸素充填解凍を用
いた生鮮用冷凍水
産物の高品質化技
術開発事業
（平成30年度）
（主）

- -
41

（40）
（2）-①-イ 0304

-
今後の活性化の可能性がある漁場を調査するとともに、浜と企業の連携、参入を促進することによって、漁
場及び浜の資源の有効活用が図られ、水産物の増産に資する。

58
輸出先国の事業者に対して我が国の水産資源の持続可能性や環境配慮への取組を統一的な規格に基づ
いて伝達することにより、市場の拡大等が可能となる。

-
魚肉の褐変を抑制する方法として酸素充填解凍技術（MAP技術）を確立することにより、養殖魚輸出促進を
含めた水産物流通や食品ロスの防止による水産物の効率的な利用の推進に寄与する。

1,243

　国民経済上、および民生安定上重要な地域を高潮、津波、波浪等による被害から守るため、または貴重な
国土を海岸侵食から守るための海岸保全施設の新設や改良を実施するとともに海岸事業にかかる調査を実
施する。
　海岸保全施設の整備を行い、津波・高潮等から国土を保全することにより、災害時の経済社会活動を支
え、国民の生命・財産・生活を守ることに寄与する。

75

　漁業経営の安定と水産物の安定供給を図るため、漁業者が市場の動向に応じて効率的な生産を行うこと
ができるよう、水産物の需給・価格の動向に関する情報を漁業者等へ的確に供給する。
　調査対象から提供を受けた毎日の水揚げ状況、価格動向等の情報を、迅速に漁業者等に情報提供し、購
買側の意向を生産側に伝えることにより、消費拡大に寄与する。

-

　水産物の輸出に当たっては、輸出先国の衛生条件を満たすことが必要であることから、水産物のフード
チェーン全体で輸出体制を強化し、水産物の輸出拡大を図る。
　ＨＡＣＣＰ認定を促進するため、生産海域モニタリング等への支援、水産庁によるＥＵ向けＨＡＣＣＰ認定の
体制整備等を実施し、水産物の輸出規模の倍増に寄与する。

9,809の内数
　地域の創意工夫による活動の計画づくりから農業者等を含む地域住民の就業の場の確保、農山漁村にお
ける所得の向上や雇用の増大に結び付ける取組までを総合的に支援することにより、漁村の活性化、生活
環境の向上が図られ、水産業・漁村の多面的機能の発揮に寄与する。

2,594
漁港機能の増進を図るため、就労環境の改善や施設の有効活用・安全対策向上等に資する施設整備に対
して支援することにより、漁港のストック効果の最大化に寄与する。
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(20)

水産バリューチェー
ン事業
（平成31年度）
（主）

- - -
（2）-①-

ア
（2）-①-イ

新31-
0022

(21)

収用に伴い代替資
産を取得した場合の
課税の特例［所得税
等：租税特別措置法
第33条、第64条、第
68条の70］

収用交換等の場合
の譲渡所得等の特
別控除[所得税等：
租税特別措置法第
33条の４、第65条の
２、第68条の73]
（昭和26年度）

<-> <-> <->
（1）-②ｰ

ア、イ -

(22)

公害防止用設備等
の固定資産税及び
都市計画税の課税
標準の特例［固定資
産税・都市計画税：
地方税法附則第15
条②］
（昭和44年度）

＜4＞ ＜1＞ ＜3＞
（2）-①-

ア -

…
<…>

38,665
<108,186

>

40,374
<102,288

>

…
<…>

47,502
<99,512>

<->

　公共目的により収用された財産の所有者の譲渡所得等について課税の特例を設け、事業等の円滑な推
進を図る。
　土地等の収用や漁業権の取消等を円滑に行うことにより、海岸事業を支障なく進めることで目標の達成に
寄与する。

1,378

消費地における産地サイドの流通拠点の確保といった、生産と加工・流通が連携し水産バリューチェーン全
体で生産性向上を図る取組や、産地市場の統合・機能強化を促進する取組、国産水産物の加工・流通の改
善と消費等拡大、EU・HACCPへの対応等を支援することで、輸出を視野に入れて、品質面・コスト面等で競
争力ある流通構造の構築に寄与する。

政策の予算額[百万円]
54,449

<105,466>

政策の執行額[百万円]

<->
　特定の公害防止関連施設を取得した場合に固定資産税の２／３の税額控除を行うことが出来る。加工業
者の負担軽減は適切な需給バランスの確保に寄与する。
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移替え予算に係る政策手段一覧（参考）

28年度
[百万円]

29年度
[百万円]

30年度
[百万円]

(1)

【参考：復興庁より】
復興水産加工業等
販路回復促進事業
（平成24年度）

1,802
(1,601)

1,291
(1,212)

1,254
（1,159)

- 復－0117

(2)

【参考：復興庁より】
水産基盤整備事業
（補助）
（平成24年度）

11,957
（10,572）

13,368
（12,045）

9,748
(9,111）

- 復－0118

(3)

【参考：復興庁より】
農山漁村地域整備
交付金
（平成24年度）

11,218
の内数
(7,005

の内数)

13,036
の内数
(9,577

の内数)

10,975
の内数

（10,021
の内数）

（１）-②-
ア～ウ 復－0119

(4)

【参考：国土交通省よ
り】
北海道開発事業（補
助）のうち水産基盤
整備事業
(昭和26年度)

12,503
(12,404)

11,187
(11,143)

9,902
（9,867）

（1）-①-
ア

（1）-②-
エ

（1）-②-
オ

（1）-②-
カ

（2）-①-
ウ

（2）-②-
ア

国－041411,533

　漁場造成や水域環境の保全、主要施設の耐震・耐津波対策や高度な衛生管理対策に資する漁港整備等
を実施。
　魚礁や増養殖場の整備により、水産資源の生産力の向上を図り、新たな水産物の増産が可能となる。ま
た、岸壁など主要施設の耐震・耐津波対策により、漁村の防災機能の強化や水産業の早期回復体制の構
築を図るとともに、衛生管理対策に資する岸壁や荷さばき所等の整備により、水産物の品質の向上や出荷
の安定、輸出の拡大に寄与する。

16,175

　津波、高潮、波浪その他海水又は地盤の変動による被害から海岸を防護するとともに、海岸環境の整備と
保全及び公衆の海岸の適正な利用を図り、もって国土の保全に資することを目的とする。　海岸保全施設の
整備を行い、津波・高潮等から国土を保全することにより、災害時の経済社会活動を支え、国民の生命・財
産・生活を守ることに寄与する。

2,465
本事業は、被災地の復興に必要な漁港施設の耐震化等を図るものであり、もって、漁業者が安心して漁業
活動に従事できるようになるため、漁村の健全な発展に資するものである。

関連す
る

指標
政策手段の概要等

平成31
年度行
政事業
レビュー
事業番
号

1,227
東北地方太平洋沿岸の地域の基盤産業である水産加工業の復興支援は、漁村の健全な発展に資するだ
けでなく、被災し販路を失った水産加工業者の販路回復を支援することは、国民への水産物の安定供給と
水産業の健全な発展に寄与するものである。

政策手段
（開始年度）

予算額計（執行額）

元年度
当初予算額

[百万円]
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(5)

【参考：国土交通省よ
り】
離島振興事業のうち
水産基盤整備事業
(昭和28年度)

14,310
(14,214)

12,424
(12,352)

11,864
（11,444）

（1）-①-
ア

（1）-②-
エ

（1）-②-
オ

（1）-②-
カ

（2）-①-
ウ

（2）-②-
ア

国－0410

(6)

【参考：内閣府より】
水産基盤整備に必
要な経費
(平成13年度)

4,150
(4,126)

3,648
(3,542)

4,210
（4,200）

（1）-①-
ア

（1）-②-
エ

（1）-②-
オ

（1）-②-
（カ）

（２）-①-
ウ

（2）-②-
ア

内－0076

(7)

【参考：内閣府より】
地方創生推進交付
金
（平成28年度）

1,296
(702)

1,717
(1,349)

1,462
（889）

（1）-①-イ
（1）-②-
エ～（カ）

内－0031

(8)

【参考：国土交通省よ
り】
離島振興事業
のうち農山漁村地域
整備交付金
（平成22年度）
（関連：元-
7,8,12,14,15,17）

5,290
の内数
（5,270

の内数）

4,963
の内数
(4,933

の内数)

4,886
の内数
（4,827

の内数）

（１）-①-
ア

（１）-②-
ア～ウ

国－0410

地域再生計画に基づき複数の施設を総合的に整備する事業のうち、漁港施設、漁業集落排水施設の整備
により、漁業地域の防災機能の強化、漁村の生活環境の改善に寄与する。

12,057

　漁場造成や水域環境の保全、主要施設の耐震・耐津波対策や高度な衛生管理対策に資する漁港整備等
を実施。
　魚礁や増養殖場の整備により、水産資源の生産力の向上を図り、新たな水産物の増産が可能となる。ま
た、岸壁など主要施設の耐震・耐津波対策により、漁村の防災機能の強化や水産業の早期回復体制の構
築を図るとともに、衛生管理対策に資する岸壁や荷さばき所等の整備により、水産物の品質の向上や出荷
の安定、輸出の拡大に寄与する。

4,901

　自治体が農山漁村地域ニーズにあった計画を自ら策定し、農業農村、森林、水産各分野における公共事
業を自由に選択し、総合的、一体的な整備の支援。
　水産分野では、漁港漁場整備、海岸保全施設整備等とともに、これと一体となって事業効果を高めるため
に必要な効果促進事業を総合的、一体的に実施。
　魚礁や増養殖場の整備により、水産資源の生産力の向上を図り、新たな水産物の提供が可能となる。
　また、海岸保全施設の整備を行い、津波・高潮等から国土を保全することにより、災害時の経済社会活動
を支え、国民の生命・財産・生活を守ることに寄与する。

3,047

　漁場造成や水域環境の保全、主要施設の耐震・耐津波対策や高度な衛生管理対策に資する漁港整備等
を実施。
　魚礁や増養殖場の整備により、水産資源の生産力の向上を図り、新たな水産物の増産が可能となる。ま
た、岸壁など主要施設の耐震・耐津波対策により、漁村の防災機能の強化や水産業の早期回復体制の構
築を図るとともに、衛生管理対策に資する岸壁や荷さばき所等の整備により、水産物の品質の向上や出荷
の安定、輸出の拡大に寄与する。

1,227
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(9)

【参考：国土交通省よ
り】
奄美群島振興開発
事業
のうち農山漁村地域
整備交付金
（平成22年度）
（関連：元-
7,8,12,14,15,17）

1,784
の内数
（1,784

の内数）

1,625
の内数
(1,625

の内数)

1,382
の内数
（1,382

の内数）

（１）-①-
ア

（１）-②-
ア～ウ

国－0411

(10)

【参考：国土交通省よ
り】
北海道開発事業
のうち農山漁村地域
整備交付金
（平成22年度）
（関連：元-
7,8,12,14,15,17）

11,826
の内数
（11,820
の内数）

11,588
の内数
(11.581
の内数)

10,294
の内数

（10,234
の内数）

（１）-①-
ア

（１）-②-
ア～ウ

国－0414

（注１）「予算額計」欄について、税制の場合は、減収見込額（減収額）を記載している。

（注２）当該政策分野に対応する予算の項に位置付けられている予算事業については、「政策手段」の欄に、「主」と記載している。
　　　　また、予算事業が複数の政策分野に関係する場合には、「政策手段」の欄に、関係する政策分野の番号を記載している。

（注３）政策の予算額及び政策の執行額について、複数政策に関連する予算については、＜＞外書きで記載している。
（注４）移替え予算とは、予算成立後、府省間において、移動させられる予算のことである。

11,284

　自治体が農山漁村地域ニーズにあった計画を自ら策定し、農業農村、森林、水産各分野における公共事
業を自由に選択し、総合的、一体的な整備の支援。
　水産分野では、漁港漁場整備、海岸保全施設整備等とともに、これと一体となって事業効果を高めるため
に必要な効果促進事業を総合的、一体的に実施。
　魚礁や増養殖場の整備により、水産資源の生産力の向上を図り、新たな水産物の提供が可能となる。
　また、海岸保全施設の整備を行い、津波・高潮等から国土を保全することにより、災害時の経済社会活動
を支え、国民の生命・財産・生活を守ることに寄与する。

1,525

　自治体が農山漁村地域ニーズにあった計画を自ら策定し、農業農村、森林、水産各分野における公共事
業を自由に選択し、総合的、一体的な整備の支援。
　水産分野では、漁港漁場整備、海岸保全施設整備等とともに、これと一体となって事業効果を高めるため
に必要な効果促進事業を総合的、一体的に実施。
　魚礁や増養殖場の整備により、水産資源の生産力の向上を図り、新たな水産物の提供が可能となる。
　また、海岸保全施設の整備を行い、津波・高潮等から国土を保全することにより、災害時の経済社会活動
を支え、国民の生命・財産・生活を守ることに寄与する。

44 （政策分野22）



１．用語解説

水産物の流通拠点となる漁港 　主要な水産物の産地市場を開設している漁港。

注５ 水産物の生産拠点となる漁港 　地域の中核的な生産活動等が行われる地区に存在する漁港。

注２ 社会資本整備重点計画
  社会資本整備重点計画法の規定により、社会資本整備事業を重点的、効果的かつ効率的に推進するため、閣議決定により策定。5年を一期として、計画期
間における社会資本整備事業の実施に関する重点目標等を定める。

注６ 高度な衛生管理対策

　水産物の高度な衛生管理とは、陸揚げから流通・加工の一連の処理過程で、細菌等の混入を防ぐなどの管理の徹底を図ること。具体的には、漁港における
衛生管理基準に基づき、清浄海水導入施設の整備による陸揚げ処理水等の管理、排水処理施設の整備による港内水質管理、排水の滞留防止、鳥獣侵入防
止施設など荷捌所における危害侵入防止、異物混入防止、屋外作業時の風雨等による危害侵入防止等の徹底を図り、その達成状況は、都道府県知事等の
漁港管理者が判断する。

注３ 水産業・漁村の多面的機能
水産業及び漁村の有する水産物を供給するという本来的機能以外の多面にわたる機能をいい、物質循環の補完、生態系の保全、生命・財産の保全、交流の
場の提供、地域社会の維持・形成などがある。

注４

参考資料

注１ 漁港漁場整備長期計画
　漁港漁場整備長期計画とは、漁港漁場整備法（昭和25年法律第137号）第６条の３の規定に基づき、５年を一期として閣議決定しているもの。計画期間に係
る漁港漁場整備事業の実施の目標及び事業量を規定している。

45 （政策分野22）
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